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はじめに 

 

統計委員会では、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第55条第２項の

規定により総務大臣が取りまとめた法の施行状況について報告を受け、同条第３項の規

定に基づき関係大臣に意見を述べるかどうかも含め、毎年度審議を実施している。 

 

この法施行状況に関する審議は、法第４条の規定に基づく「公的統計の整備に関する

基本的な計画」（以下「基本計画」という。）の着実な推進を図る重要な役割も担ってい

る。 

 

計画期間を５年とする基本計画は、第Ⅰ期の計画が平成21年３月13日に、第Ⅱ期の計

画（以下「第Ⅱ期基本計画」という。）が平成26年３月25日に閣議決定されている。 

 

本年度の法施行状況に関する審議は、この第Ⅱ期基本計画の２年目に当たる平成27年

度に各府省が行った取組を確認するものであり、本報告書は、統計委員会において、平

成28年７月から９月までに行った当該審議の結果を取りまとめたものである。 

上記のほかに、統計委員会に諮問されたことがない基幹統計の見直し状況を10月以降

に審議することとしているが、その結果は、別途報告書として取りまとめる予定である。 

 

本報告書の構成は、「本編」と「資料編」の２編となっている。「本編」では、検討の

経緯や基本計画部会における審議結果等を概括しており、「資料編」では、基本計画部会

の審議で使用された資料を添付している。 
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１ 検討の経緯 

総務大臣は、法第55条第１項の規定に基づき、法の施行状況について各府省に報告

を求め、同条第２項の規定に基づき、毎年度その報告を取りまとめ、その概要を公表

するとともに、統計委員会に報告することとされている。そして、この報告を受けた

統計委員会は、同条第３項の規定に基づき、関係大臣に意見を述べることができるこ

ととされている。 

統計委員会は、平成28年６月30日開催の第98回統計委員会における総務大臣からの

平成27年度の法施行状況報告を受け、直ちに基本計画部会に付託して、審議を開始し

た。 

 

２ 審議の対象（本報告書の対象） 

本報告書は、総務大臣からの報告を受けて平成28年度前半に行った、第Ⅱ期基本計

画に記載された事項への各府省の取組状況に関する審議の結果と、今年度から新たに

「横断的課題検討部会」を設置して検討に着手した横断的な課題の検討のうち、「サン

プル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」に関する審

議の結果を取りまとめたものである。 

なお、第Ⅱ期基本計画に掲げられている「これまで統計委員会に諮問されていない

基幹統計（基幹統計調査）を中心に、品質評価の要素に沿った見直し状況や基幹統計

としての重要性及び必要性の充足状況等について計画的に確認する」取組については、

昨年度までと同様、年度後半に実施する予定であり、本報告書には含まれていない。 

 

３ 審議の進め方 

＜第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

審議は、「平成27年度統計法施行状況に関する審議の進め方について」（平成28年６

月30日基本計画部会決定）（資料１参照）に沿って、以下のとおり行われた。 

 

（１）審議方法、審議回数 

審議は、基本計画部会において、必要に応じて関係府省からの追加の提出資料や

関係府省に対するヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を確認するとい

う方法で実施し、結果を報告書として取りまとめることとした。６月に審議の進め

方及び審議事項を決定した後、具体的な審議は、ヒアリング及び質疑を７月及び８

月に１回ずつ、取りまとめ審議を９月に１回の計３回実施とした。 

 

（２）審議事項の選定の考え方 

今年度は、昨年度以上の諮問（昨年度９件から今年度15件に増加）があるほか、

横断的課題の審議も並行して行われることから、効率的な審議が必要であり、第Ⅱ

期基本計画において実施時期が「平成27年度末まで」とされている事項を中心に、

事項を絞り込んで審議をすることとした。具体的には、以下の１）の事項はすべて

確認することを基本に、審議回数や以下の２）を総合的に勘案して選定することと

した。 
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１）審議対象とする事項 

①実施時期が「平成27年度末まで」となっている事項 

②実施時期が「平成26年度末まで」となっているが、昨年度の審議で評価を先

送りした事項 

③実施時期が上記以外となっているが、前倒しで、担当府省が新たに実施済あ

るいは実施困難の結論を出している事項 

④上記の事項のほか、平成27年度に取り組んだ事項の中で、委員が本年度の審

議で重点的に確認しておくべきと考える事項 

（注）なお、以下のものは審議対象としない。 

①平成27年度に答申済みの事項、②平成28年度に諮問予定の事項、③平成26年度統計法施行状

況審議で「実施済」と評価された事項、④第Ⅱ期基本計画に係る統計法施行状況報告に記載さ

れていないもの 

 

２）審議事項を選定する際に考慮する事項 

①複数の委員から意見が出るなど統計委員会全体として関心の高い課題 

②取組が不十分だと委員が考える課題 

③政策運営、国民にとって合理的な意思決定等の観点から統計整備の重要度の

高い課題（例：経済財政諮問会議で指摘があった課題に関連するもの） 

④政府全体の統計整備への効果が大きい、又は広範に及ぶ課題（例：事業所母

集団ＤＢの整備など、多くの統計が影響を受ける課題に関連するもの） 

 

（３）審議事項等 

上記を踏まえ、以下のとおり６つの審議事項を選定した。また、上記（２）の１）

の①から③のうち今回の審議対象としなかった事項は、統計委員会として、現時点

において、各府省からの報告に関して改めて確認する必要がないと判断したものと

した。 

■第１回目の審議事項（７月26日 基本計画部会） 

①経済センサス‐活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 

②売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

■第２回目の審議事項（８月25日 基本計画部会） 

③第３次産業活動指数の基幹統計化 

④建築物リフォーム・リニューアルの把握 

⑤学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 

⑥ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

（各審議事項に関する委員の問題意識については、資料２「平成27年度統計法施行

状況報告のうち、各府省に説明を求める事項についての委員意見」参照） 

 

＜横断的課題に関する審議＞ 

統計委員会では、平成28年３月に取りまとめた「平成26年度統計法施行状況に関

する審議結果報告書（未諮問基幹統計確認関連分）」において指摘した、①公的統計
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の横断的な課題として、統計的手法を活用した統計作成・提供改善の取組、②行政

記録情報、官民が保有するビッグデータ等を含めた新しい「統計情報」活用の取組

を、着実かつ速やかに推進させるため、専門的に審議する横断的課題検討部会を４

月に設置した。同部会では、当面の課題として「サンプル替えに伴い遡及改訂する

際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」について統計法施行状況審議の一環と

して審議することとし、審議の場として、５月20日の第１回横断的課題検討部会（書

面による開催）で同部会の下に新旧データ接続検討ワーキンググループを設置した。 

同ワーキンググループでは、平成27年度統計法施行状況報告を受けて速やかに着

手し、審議の結果は、上記の第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議結果報告書

に含めて取りまとめることとした。 

【審議体制】 

 

 

 

 

 

４ 審議経過 

 

上記「３」の審議の進め方に沿って、基本計画部会及び新旧データ接続検討ワーキ

ンググループで審議を行い、その結果を、平成28年９月29日の第72回基本計画部会・

第３回横断的課題検討部会（合同部会）に、「平成27年度統計法施行状況に関する審議

結果報告書（第Ⅱ期基本計画関連分）（案）」の形で提示し、統計委員会の審議結果報

告書として決定した。 

 

審議経過は、以下のとおりである。 

 

＜第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

  平成28年 

６月30日 第98回統計委員会において、総務大臣から統計委員会に対し、「平成27
年度統計法施行状況報告」が提出され、第69回基本計画部会において審
議の進め方（審議事項含む）を決定 

７月26日 第70回基本計画部会において、以下の事項について各府省ヒアリングを
実施 
・経済センサス‐活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 
・売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

８月25日 第71回基本計画部会において、以下の事項について各府省ヒアリングを
実施、平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書構成案を決定 
・第３次産業活動指数の基幹統計化 
・建築物リフォーム・リニューアルの把握 
・学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 
・ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

横断的課題検討部会 統計委員会委員全員で構成（部会長 西村委員長） 

新旧データ接続検討
ワーキンググループ 

（座長）北村委員、河井委員、中村委員 
（※川﨑委員も一部審議に参加） 
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９月29日 第72回基本計画部会（第３回横断的課題検討部会との合同部会）におい
て、平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書案を取りまとめ、
委員会の報告書として決定し公表 

 
 

＜横断的課題に関する審議＞ 

  平成28年 

４月26日 第97回統計委員会において、横断的課題検討部会を設置 

５月20日 第１回横断的課題検討部会（書面審議）において、新旧データ接続検討
ワーキンググループ（ＷＧ）を設置 

６月30日 第１回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、審議の進め方等を決定、
現状の報告を受け検討すべき論点を決定 

７月29日 第２回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、商業動態統計調査につい
ての現状の追加的報告、検討すべき論点に対する考え方の整理を審議 

８月31日 第３回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、審議取りまとめ結果を審
議、サンプル替えの影響の計測方法について説明（前回説明分の一部に
ついてより分かりやすく説明） 

９月29日 第３回横断的課題検討部会（第72回基本計画部会との合同部会）におい
て、新旧データ接続検討ＷＧの審議結果を部会の審議結果として取りま
とめた（平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書案の一部と
した） 

 
（注） 基本計画部会、横断的課題検討部会、新旧データ接続検討ＷＧでの議事の詳細

は、統計委員会ホームページを参照されたい。 
 
［基本計画部会］ 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/toukei/kihon/kaigi.html 
 
［横断的課題検討部会、新旧データ接続検討ＷＧ］

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/toukei/oudan/kaigi.html 
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Ⅱ 第Ⅱ期基本計画への取組状況

に関する審議結果 
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１ 経済センサス－活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 

第Ⅱ期基本計画では、経済センサス‐活動調査の中間年における、母集団情報の整

備のための統計調査の在り方について、総務省が、事業所母集団データベースの整備

状況を踏まえ検討することとされている。また、母集団情報の整備に当たり、企業及

び事業所に対する照会業務の拡充等に重点を置いた取組を推進することとされている。 

  

（１）施行状況報告等 

経済センサス‐活動調査の中間年における母集団情報の整備に当たっては、５年

に１度、同一時点で全ての事業所・企業等を対象に、調査員調査及び郵送調査で実

施される経済センサス‐基礎調査が基盤的な役割を担っている。この経済センサス

‐基礎調査については、諸外国の取組や「事業所母集団データベース研究会」にお

ける検討結果などを踏まえて、平成28年２月に、母集団情報の整備に係る見直し方

針の中で以下の取りまとめを行っている。 

①  企業構造・活動状況及び事業所の開業・廃業状況を経常的に把握するため、プ

ロファイリング活動による調査及び地域ごとのローリング調査に変更する方向で、

具体化に向けた検討を推進する。その際、統計調査員の業務効率化・高度化のた

めに、電子地図やタブレット端末等のＩＣＴの積極的な活用を図る。 

②  また、年次フレームの提供に加え、規模別、属性別等の事業所数等を把握する

小地域単位の統計を作成・提供するとともに、地域特性に応じた特別集計などを

柔軟かつ機動的に行う。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

経済センサス‐基礎調査を変更し、上記①及び②の取組を進めることについては、

企業の組織構造の変化や事業所の開業・廃業状況を適時的確に把握すること等に資

するものと考える。 

また、ＩＣＴ技術の活用は、統計調査員の負担軽減や調査結果の迅速な提供にも

有益であると考えられる。 

ただし、従来の統計調査員の調査では捕捉しにくいインターネット活動中心の企

業の経済活動が拡大している状況を踏まえ、把握対象とする事業所概念の見直しや、

このような企業の捕捉方法の検討が必要である。また、法人企業に付与された法人

番号を事業所母集団データベースの母集団情報に活用した、更なる母集団情報の精

度向上についての検討も必要である。 

統計委員会としては、経済センサス‐基礎調査の試験調査結果等を踏まえたより

精度の高い調査手法の確立、より効率的なシステムの構築など、今後の具体化に向

けた動向を注視し、経済センサス‐基礎調査の変更に係る諮問審議や次年度以降の

統計法施行状況報告審議等を通じて、その推進を図る。 
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２ 売上高等の集計に係る消費税の取扱い 

第Ⅱ期基本計画では、売上高等の集計に係る消費税の取扱い（消費税込、消費税抜

の補正）について、総務省及び関係府省が、検討の場を設け、平成28年経済センサス

‐活動調査の企画時期までに結論を得ることとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

 統計調査における売上高等の記入については、消費税込、原則消費税込（税抜記

入も許容）、決算値等の転記など、調査により対応は区々であり、消費税込と消費税

抜が混在した集計結果の場合、経済規模の把握精度に支障を及ぼす可能性もある。 

 このため、関係府省は平成26年７月から検討を開始し、平成27年５月に「統計調

査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン」を決定し

た。同ガイドラインでは、消費税込と消費税抜が混在して報告された売上高等のう

ち、消費税抜の売上高等を税込補正して集計・公表するための標準的な指針が示さ

れ、当面、原則消費税込（税抜記入も許容）としている主要構造統計調査のうち、

事業所母集団ＤＢに記録する統計調査 (経済センサス（活動調査、基礎調査）、商業

統計調査、経済産業省企業活動基本調査)を中心に適用することとされている。 

各府省では、経済センサス‐活動調査については平成28年調査からガイドライン

を適用し（平成27年６月統計委員会答申済）、他の３統計調査も適用に向けた検討を

進めている。また、当面の適用対象の統計調査以外でも、工業統計調査においては

平成29年調査からガイドラインが適用され（平成28年１月統計委員会答申済）、中小

企業実態基本調査、特定サービス産業実態調査等についても検討が予定されている。

さらに、消費税率変更及び軽減税率導入に向けた対応など、情勢変化等に応じたガ

イドラインの見直しについても検討することとされている。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関する共通のガイドラ

インの作成・適用の推進は、実態をより正確に反映した情報が提供され、共通のベ

ースで統計情報を評価できるといったユーザーの利便性向上につながる取組であり、

非常に有意義である。 

今後は、平成28年経済センサス‐活動調査及び平成29年工業統計調査に続き、他

の統計においても、先行事例を踏まえ、できるだけ早期、幅広に検討を推進するこ

とが必要である。それにより、国民経済計算などの加工統計も含め、統計全体の精

度向上及び正確性の確保、利用者の利便性の向上がさらに進むことが望まれる。 
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３ 第３次産業活動指数の基幹統計化 

第Ⅱ期基本計画では、第３次産業活動指数について、経済産業省が、次回基準改定

に向け、精度や利便性の向上など統計の有用性の更なる向上を図り、その結果を踏ま

え、基幹統計化の可否を検討し、次回基準改定までに結論を得ることとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

経済産業省は、平成27年９月に第３次産業活動指数（以下「３次指数」という。）

の平成22年基準改定を実施し、指数の基準時及びウェイト算定年次を平成17年（2005

年）から平成22年（2010年）に変更し、併せて、業種分類、採用系列、季節調整法

等の見直し、再編集系列の拡充を行った。これにより、産業構造の変化に即したサ

ービス活動の実態をより適切に反映した指数に改めるとともに、多様な分析の用途

に資するものとした。また、基準改定後は、３次指数の分析事例を経済産業省統計

ホームページ、フェイスブック等へ定期的に掲載し、積極的に情報発信を行うとと

もに、３次指数を分かりやすく解説したマンガを作成して利活用の促進を図ってい

る。 

一方、３次指数は、公的統計以外への依存度が高く、また、供給側統計の不足を

需要側統計や労働統計で代用している系列もある。統計精度の向上を図るためには、

個別業種の活動状況を適切に捉えた一次統計データの採用を増やすことが重要であ

るが、平成17年基準時に採用していた一次統計データの中には調査が終了となった

ものもあるなど、一次統計データの充実は進んでいない。こうしたことから、現状、

更なる精度向上は難しく、基幹統計化はできないとの結論に至った。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

経済産業省が、３次指数の平成22年基準改定において、サービス活動をより適切

に反映した指数に改め、また多様な分析の用途に資するものとしたこと、さらにホ

ームページ等を通じて積極的に情報発信することについては、利用者の利便性の向

上につながる取組であり、大変有意義である。 

また、基幹統計化の可否の検討については、３次指数の精度向上に必要な基礎デ

ータの拡充が不十分であることから、現時点において基幹統計化が困難との判断はや

むを得ない。 

一方、サービス産業に係る統計の横断的な整備は政府全体の課題でもある。サー

ビス統計の体系的な整備において大変重要な位置付けにある本統計においても精度

や利便性の向上など統計の有用性の更なる向上を継続的に図っていくことが望まれ

る。 
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４ 建築物リフォーム・リニューアルの把握 

第Ⅱ期基本計画では、建築物リフォーム・リニューアルについて、国土交通省が、

建設総合統計及び国民経済計算へ反映することを目的とした投資額の把握と、住宅施

策等の適切な推進に寄与するための工事内容ごとの投資額等の把握を図ることとされ

ている。 

また、建築着工統計で一部把握されている建築物リフォーム・リニューアル投資額

部分との重複に関する取扱いの整理なども行うものとされている。 

  

（１）施行状況報告等 

基本計画の課題に対応すべく、建築物リフォーム・リニューアル調査（以下「本

調査」という。）の調査内容の見直しを行い、平成28年度から見直し後の調査を実施

している。 

本調査の主な見直し内容については、以下のとおりである。 

① 調査基準期間を半年から四半期に変更 

② 建設総合統計等へ反映するため、改装・改修工事（資本形成部分）と維持・修

理工事（中間消費部分）に項目を分けて投資額を把握 

③ ＣＯ２削減等環境負荷低減など住宅施策等の適切な推進に寄与するため、省エ

ネルギー工事の部位別工事内容の把握 

④  本調査と建築着工統計調査との重複部分を把握するため、建築工事届提出の有

無についての項目を追加 

⑤  統計精度向上のため、調査対象者のうち、年間完成工事高の大きい特定の業種

は全数調査。また、大規模工事（住宅２千万円、非住宅２億円以上の工事）につ

いては、全ての個別工事の内容を調査 

なお、国民経済計算等への反映については、見直し後の調査により得られるデー

タの蓄積が必要であることから、遡及推計及び反映時期等の具体的事項について、

引き続き内閣府と調整を行う予定である。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

建築物リフォーム・リニューアルについて、建設総合統計及び国民経済計算へ反

映することを目的として本調査の見直しを行い、すでに平成28年度から見直しを反

映した調査を実施していることは評価できる。 

将来的には、四半期別ＧＤＰ速報に結果を反映させたいということであったが、

本調査の現状の公表時期では、四半期別ＧＤＰ速報での利用に間に合わない。今後、

必要に応じて速報値を公表するなど、少なくとも２次速報の利用に間に合わせるよ

うに努める必要がある。 

今後も、国民経済計算への反映に向けて内閣府と連携するとともに、建築物への

投資額の把握に努めていただきたい。 

また、改装に係る投資を改装・改修と維持・修理に分けているが、維持・修理は

サービス業に関わる部分もある。このため、関係府省は、常に他府省の統計の変更

状況を把握し、適切にその成果を自府省の統計に取り入れることが重要である。  
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５ 学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 

第Ⅱ期基本計画では、学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査

の実施について、予算の確保や実施体制等多くの課題が存在することから、文部科学

省が、既存調査との連携も含めて、実現に向けて検討し、平成 27 年度末までに結論を

得ることとされている。 
 

（１）施行状況報告等 

文部科学省では、厚生労働省が実施している 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年

出生児）1について、文部科学省を主体とする共管調査として実施していくことを両

省間で確認したこと等を踏まえ、調査の実施環境を整備するため、平成 28 年度予算

の概算要求及び定員要求を行った。 

その結果、本調査を実施するために必要な予算の確保や体制の整備ができたこと

から、平成 28 年５月に学識経験者で構成される研究会を設置し、調査内容や調査結

果の専門的な分析等の検討を開始した。こうした検討を踏まえ、平成 29 年 1 月調査

から、子供用と保護者用の調査票に、教育面を含む施策の企画立案等に資する調査

事項を追加するなどの変更を加えた上で、子供が就業に至るまでの約 10 年間にわた

り調査の実施を目指すこととしている。 

   これにより、学校教育段階での学力や就業意識等と就業やその後の職業生活との 

関係、さらには将来の安定した就業のために必要となる要因など、教育の効果の測 

定が可能となる。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

文部科学省が主体となって 21 世紀出生児縦断調査(平成 13 年出生児)の調査客体

に対し調査を実施することについては、当初の主目的である我が国の少子化対策の

みならず、学校教育、就業を含めた施策の企画立案等に資するものであり、非常に

有意義である。  

 しかしながら、本調査は、平成 13 年の調査開始当初に比べると、調査客体に脱落

が見られる。今後は、文部科学省に主体が移ることから、様々な方法によって脱落

した客体に対し調査を再度依頼することについて、これまでの調査の枠組みを超え

た横断的な検討が望まれる。 

また、本調査は、子供と保護者を対象に、進学や就職などで移動が激しい今後 10

年間を捉えることから、これまで以上に調査客体に調査の趣旨や重要性を丁寧に説

明し、調査への協力について理解を得て、調査客体規模の維持、回答精度の向上を

図り、調査の精度を高めることが重要である。  

                                                   
1 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）については、平成 27 年 10 月 2 日に統計委

員会委員長から文部科学大臣及び厚生労働大臣に対し、「文部科学省及び厚生労働省は、

本調査が縦断調査として同一調査客体に対する調査結果を積み上げていく重要な調査で

あり、将来的にもその結果を有効に活用するために、共管調査としての継続実施に向け

た検討を推進するとともに、必要な予算の確保や体制の整備に努める必要がある。」との

意見書が提出されている。 
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６ ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

第Ⅱ期基本計画では、政府統計共同利用システムのｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機

能の改善に当たっては、総務省が、利用者の満足度等を把握し、利用者の利便性の向

上に係る検討に活用するほか、ＡＰＩ 2機能の提供や統計ＧＩＳ 3の充実等の技術的研

究の推進等、統計データの高度利用についても検討することとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

 総務省では、ｅ－Ｓｔａｔの利便性向上等を図るため、ｅ－Ｓｔａｔに対する意

見、要望を随時、ｅ－Ｓｔａｔのトップページより受け付けている。さらに、統計

有識者や各種学会・セミナー等の参加者から意見を聴取しているほか、ＡＰＩ機能

やｊＳＴＡＴ ＭＡＰ 4の利用者へのアンケートなどを実施し、主なものとして、以

下の対応を行っている。 

①統計データの探し方を具体的な事例を用いて分かりやすく紹介する「ｅ－Ｓｔ

ａｔの活用術」を、平成26年４月より提供開始 

②データベースのレイアウト設定画面の「絞込み」機能を、チェックボックス型

から、複数項目が同時に選択できる形式に変更 

③統計情報データベースに登録されている統計データについて、プログラムでの

データ一括取得を実現するＡＰＩ機能を用いたデータ提供機能を平成26年10月

より提供開始 

④平成27年12月～28年４月にかけて、統計データ利活用アプリケーション・アイ

デアコンテスト「ＳＴＡＴ ＤＡＳＨグランプリ2016」を開催 

⑤平成30年１月より提供予定の次期システムにて、検索機能、画面構成及び操作

方法を全面的に見直し、利用者が利用しやすい機能となるよう抜本的な改修を

実施予定 

また、統計データの高度利用については、以下の取組を行っている。 

①ＡＰＩ機能による統計データの高度利用環境の構築（平成26年10月サービス開

始） 

②統計ＧＩＳの機能強化（平成27年１月サービス開始） 

③統計データのＬＯＤ 5化（平成 28 年６月７統計の一部統計データについて提供

開始） 

 

                                                   
2 ＡＰＩ（Application Programming Interface）：手作業によることなく、プログラムが自

動で統計データを取得できるようになる機能 
3 ＧＩＳ（Geographic Information System）：デジタル化された地図に各種データを表示さ

せ、地理情報を参照できるよう表示したシステム 
4 ｊＳＴＡＴ ＭＡＰ（地図による小地域分析）：地図上に統計データを表示する機能に加え、

利用者の保有するデータを取り込んで分析する機能や、任意に指定したエリアにおける統計

算出機能等を追加し、より小地域の分析に特化した統計ＧＩＳ 
5 ＬＯＤ（Linked Open Data）：メタデータ（データを表す情報）を国際標準に準じた形式に

し、そのデータに関係する他のデータへのリンク情報を付与したもの。オープンデータの最

高水準ランクの形式として位置付けられている。 



17 
 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

ｅ－Ｓｔａｔの情報提供機能について、ｅ－Ｓｔａｔに対する様々な意見及び要

望に対応した機能の追加や改修、統計データの高度利用可能な環境の構築などの改

善を行ったことにより利便性が向上していること、また、統計データ利活用アプリ

ケーション・アイデアコンテスト「ＳＴＡＴ ＤＡＳＨグランプリ2016」で一般の利

用者からアイデアを募ったことは、評価できる。 

ただし、一般の利用者を含めて更なる使い勝手の向上を求める声は根強い。ニー

ズを幅広く把握し、機能拡充することを期待する。また、各調査によって統計表の

表示方法が異なっているため、統一した形式でデータを利用できるように、データ

ベース化を推進することも重要である。このほか、検索機能の改善、集計項目一覧

の掲載等、ｅ－Ｓｔａｔの利便性向上に引き続き努力することが重要である。 

一方、大半の統計情報がインターネットからダウンロード可能となってきている

現在では、紙の報告書とインターネットを通じた統計情報の提供の間には、新しい

役割分担が必要と考えられる。統計作成部局においては紙の報告書とインターネッ

トのそれぞれの特性をいかした情報提供のあり方について考え、双方の利便性が高

まるような工夫を望む。 
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Ⅲ 横断的課題に関する審議結果 
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新旧データ接続検討ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）で

は、今後の各種統計調査の接続方法の改善を目指して「サンプル替えに伴い遡及改訂

する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」に関して集中的に審議を行い、その

結果を横断的課題検討部会に報告した。横断的課題検討部会は、その報告内容を了承

した。 

 

（１）関連統計の実態把握 

 ワーキンググループでは、遡及改訂が生じる要因を類型化したうえで、検討の対

象を「標本交替による断層への対応」及び標本交替が行われた際に同時に行われる

「母集団情報の変更に伴う遡及改訂」と整理した。また、対象となる統計調査を「月

次又は四半期で行われる無作為標本の統計調査」とした。そのうえで、代表的な統

計手法が用いられている統計調査として、基幹統計調査を対象に考え方の整理を行

った。具体的には、家計調査、労働力調査、個人企業経済調査、法人企業統計調査、

毎月勤労統計調査、商業動態統計調査、建設工事統計調査、自動車輸送統計調査、

内航船舶輸送統計調査、の９統計調査がこれに該当する（「（資料１）第１回ワーキ

ンググループ資料５ 現状報告（９統計）」参照）。 

上記９統計調査に関して、①新旧標本交替時の断層調整、②ベンチマーク 6更新有

りの場合の断層調整、等について検証し、次のような現状を把握した。第一に、①

の調整を行っているのは毎月勤労統計調査（第一種事業所<30人以上>）、１統計調査

のみである。また毎月勤労統計調査については、他の統計調査に比べて標本交替の

間隔が相対的に長いことも確認した（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料３ 

関連９統計に係る整理 １．標本交替」参照）。第二に、そもそも参照すべきベンチ

マークが存在するのは、労働力調査、商業動態統計調査、毎月勤労統計調査（常用

雇用指数）の３統計調査のみであるが、これらはいずれもベンチマークを更新して

おり、その際に②の調整を行っている（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料

３ ２．ベンチマーク」参照）。 

 

（２）望ましい方法 

以上の実態把握を踏まえ、ワーキンググループでは月次又は四半期で行われる無

作為標本調査に該当する各種統計調査の接続方法に係る「望ましい方法」（good 

practice）として次のとおり結論付けた。 

①標本交替による断層への対応 

・標本交替が分析結果に大きな影響を与えないよう、断層が過度に拡がる前に標本

を交替させる。 

                                                   
6 通常の標本調査では、母集団名簿を利用して標本を抽出し、その標本を対象に調査を

行ったうえで、母集団全体の状態（例：売上総額）を推定する。一方、時点は限られる

ものの母集団に対する全数調査が実施されており、標本調査の推定の対象となっている、

母集団全体の「売上総額」等が別途判明する例もある。ここでは、そうした母集団全体

の売上総額等を「ベンチマーク」と呼称している。 
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・それを前提として新旧計数をそのまま接続する。 

・過去及び将来の標本交替の時点を対外公表する。 

②母集団情報の変更に伴う遡及改訂 

・ベンチマーク（前項「脚注６」参照）となるものが存在する場合、それを利用し

て数値を確定する。 

・その際、過去値の遡及改訂により新旧ベンチマークに起因する断層を解消する（新

ベンチマークによる数値＜新基準による対象時点の値＞と旧ベンチマークによる

数値＜旧基準による対象時点の値＞の間を滑らかに接続する）（「（資料３）第３回

ワーキンググループ資料１ 別紙２ 母集団情報の変更に伴う遡及改訂における

断層の滑らかな接続イメージ」参照）。 

・遡及改訂の内容（遡及改訂を見送る場合はその事由）を対外公表する。 

また、上記の「望ましい方法」を補完するものとして「特性に応じた対応が望ま

しい方法」を次のとおり取りまとめた。 

・標本交替に際し、ユーザーニーズが強いものに関しては、継続標本による参考値

の作成を検討する。 

・個々の抽出された単位の調査期間が長いものに関しては、ローテーション・サン

プリングの実施を検討する。 

・精度の検証や所要の補正などに（ベンチマーク以外の）他の統計等を利用できる

ものに関しては、その活用を検討する。 

なお、ワーキンググループでは、サンプル替えの影響に係る計測方法についても

併せて検討したが、短期間では結論を出すことができなかったことから、これを今

後の課題と位置付けた。 
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【資 料 編】 

27



 

28



平成 27 年度統計法施行状況に関する審議の進め方について 

 

平成 28年６月 30日 

基本計画部会 

 

１．基本的な考え方について 

○ 本審議は、統計委員会が、統計法第 55条の枠組みの中で、各府省の「公的統計の整備

に関する基本的な計画」（以下「基本計画」という。）への取組など法の施行状況につい

て確認を行った上で、必要に応じて取組の再検討、更なる促進等を推進するために実施

するものである。 

○ 従前同様、基本計画への取組状況の確認は年度前半、未諮問基幹統計の確認は年度後

半に実施する。また、今年度から開始した横断的課題の検討についても、統計法施行状

況審議の一環として実施する。 

○ 基本計画への取組状況の確認については、今年度は昨年度以上の諮問（昨年度９件か

ら今年度 15件に増加）が予定されているとともに、横断的課題検討部会の審議も行われ

ていることから、効率的な審議が必要である。このため、平成 27年度の各府省の取組を

網羅的に精査するのではなく、基本計画において実施時期が「平成 27年度末まで」とさ

れている事項を中心に事項を絞り込んで審議をする。 

 

２．基本計画への取組状況に関する具体的な審議の進め方について 

（１）審議方法、審議回数 

○ 委員全員が議論全体を把握しながら審議に参加できることが望ましいことから、昨年

度同様、基本計画部会で審議する。 
○ 審議は、審議事項に関し、必要に応じて、関係府省からの追加の提出資料や関係府省

に対するヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を確認するという方法で実施

し、結果を報告書として取りまとめる。 
○ 効率的な審議を行うため、６月の基本計画部会において審議の進め方及び審議事項を

決定した後、具体的な審議は、基本計画部会におけるヒアリング・質疑を７月及び８月

に１回ずつ実施、取りまとめ審議を９月に１回実施の計３回実施とする。 
 
（２）審議事項の選定の考え方 

○ 今回の審議においては、以下の１）の事項はすべて確認することを基本に、上記審議

回数や以下の２）を総合的に勘案して選定する。 
 

１）審議対象とする事項（「別紙１」参照） 

①実施時期が「平成 27 年度末まで」となっている事項 
②実施時期が「平成 26 年度末まで」となっているが昨年度の審議で評価を先送りした

事項 

資料１ 
平成 28年 6月 30日 

基本計画部会決定 
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③実施時期が上記以外となっているが、前倒しで、担当府省が新たに実施済あるいは

実施困難の結論を出している事項 
④上記の事項のほか、平成 27 年度に取り組んだ事項の中で、委員が本年度の審議で重

点的に確認しておくべきと考える事項 
 

（注）なお、以下のものは審議対象としない。（「別紙２」参照） 

①平成 27 年度に答申済みの事項、②平成 28 年度に諮問予定の事項、③平成 26 年度統計法

施行状況審議で「実施済」と評価された事項、④基本計画に係る統計法施行状況報告に記載

されていないもの 

 
２）審議事項を選定する際に考慮する事項 

①複数の委員から意見が出るなど統計委員会全体として関心の高い課題 
②取組が不十分だと委員が考える課題 
③政策運営、国民にとって合理的な意思決定等の観点から統計整備の重要度の高い課

題（例：経済財政諮問会議で指摘があった課題に関連するもの） 
④政府全体の統計整備への効果が大きい、又は広範に及ぶ課題（例：事業所母集団Ｄ

Ｂの整備など多くの統計が影響を受ける課題に関連するもの） 
 
（３）審議事項等 

○ 上記を踏まえ、本年の基本計画についての審議事項は以下のとおりとする。また、上

記（２）の１）の①から③のうち今回の審議対象としなかった事項は、各府省からの報

告に関して統計委員会として、現時点において、改めて確認する必要がないと判断した

ものとする。 
 

■第１回目の審議事項（７月 26 日 基本計画部会） 
①経済センサス‐活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 

 

 

 

 

 
 

②売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

 

 
 
 

 
 
 
 
 

（基本計画の内容） 
○ 平成 28 年経済センサス‐活動調査と平成 33 年同調査の中間年における母集団情報の整備
のための統計調査の在り方について、事業所母集団データベースの整備状況を踏まえ検討す
る。 

○ 新たな行政記録情報等の活用や企業への直接的な照会などにより企業組織構造の変化を経
常的に確認する方法について検討し、母集団情報の効果的かつ効率的な整備を推進する。ま
た、これらの取組に当たり、専門性を持つ人材の育成や体制整備等に努める。 

（基本計画の内容） 
○ 売上高等の集計に関する消費税の取扱い（消費税込、消費税抜の補正）について、検討の
場を設け、早期に結論を得る。 
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■第２回目の審議事項（８月 25 日 基本計画部会） 
③第３次産業活動指数の基幹統計化 

 

 
 
④建築物リフォーム・リニューアルの把握 

 

 

 
 
 
 

⑤学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える統計（縦断調査） 

 

 

 
 

⑥ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

 

 

 
 

 

（４）審議スケジュール（想定） 

（「別紙３」参照） 

 

 

３．未諮問基幹統計の確認に関する具体的な審議の進め方について 

 

○ 未諮問基幹統計の確認に関する審議は、10月に本年度の審議の進め方を決定する。 

○ 平成 26年 10月の第 53回基本計画部会で決定した未諮問基幹統計の確認に対する取組

方針及び平成 27 年 10 月の第 64 回基本計画部会で改定した確認スケジュール（「参考」

参照）を基本としつつ、その後の諮問・答申の状況を踏まえ、確認スケジュールを再改

定し、改めて 10月に決定する。 

 

４．その他 

 

○ 上記の他、既に平成 28 年４月 26 日の第 97 回統計委員会及び５月 20 日の第１回横断

的課題検討部会（書面による開催）で決定したとおり、統計法施行状況審議の一環とし

て、当面、「サンプル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」

について、横断的課題検討部会及びその下部組織である新旧データ接続検討ワーキング

グループで審議することとし、平成 27年度統計法施行状況報告を受けて速やかに着手す

（基本計画の内容） 
○ 建築物リフォーム・リニューアルについて、建設総合統計及び国民経済計算へ反映するこ
とを目的とした投資額の把握と、住宅施策等の適切な推進に寄与するための工事内容ごとの
投資額等の把握を図る。 

  なお、建築着工統計で一部把握されている建築物リフォーム・リニューアル投資額部分と
の重複に関する取扱いの整理なども行う 

（基本計画の内容） 
○ 学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える統計（縦断調査）の実施について、予
算の確保や実施体制等多くの課題が存在することから、既存調査との連携も含めて、実現に
向けて検討する。 

（基本計画の内容） 
○ 政府統計共同利用システムのｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善に当たっては、利用
者の満足度等を把握し、利用者の利便性の向上に係る検討に活用するほか、ＡＰＩ機能の提
供や統計ＧＩＳの充実等の技術的研究の推進等、統計データの高度利用についても検討する。 

（基本計画の内容） 
○ 第３次産業活動指数について、次回基準改定に向け、精度や利便性の向上など統計の有用
性の更なる向上を図る。その結果を踏まえ、基幹統計化の可否を検討し、結論を得る。 
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る。審議の結果は、上記の基本計画への取組状況に関する審議結果報告書に含めて取り

まとめる。  
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別紙１ 

審議対象となる事項 
 
（１）実施時期が「平成 27年度末まで」となっている事項 

第２ 公的統計の整備に関する事項 
１．経済関
連統計の整
備 

経済センサス-活動調査の結果の活用により、産業連関表の生産構造及び中間投入構造
をより正確に把握する。 

平成28年経済センサス－活動調査と平成33年同調査の中間年における母集団情報の整
備のための統計調査の在り方について、事業所母集団データベースの整備状況を踏ま
え検討する。 
経済センサス－活動調査の中間年における、関連する大規模統計調査を含めた調査期
日の在り方、総売上高の把握等についての枠組みの構築に向けて検討し、結論を得る
。 
売上高等の集計に関する消費税の取扱い（消費税込、消費税抜の補正）について、検
討の場を設け、早期に結論を得る。 

第３次産業活動指数について、次回基準改定に向け、精度や利便性の向上など統計の
有用性の更なる向上を図る。その結果を踏まえ、基幹統計化の可否を検討し、結論を
得る。 

事業所を対象とした統計調査における同一企業内取引について、報告者の負担を考慮
した上で、その可能性について検討する。 

２．分野別
経済統計の
整備 

建築物リフォーム・リニューアルについて、建設総合統計及び国民経済計算へ反映す
ることを目的として投資額の把握と、住宅施策等の適切な推進に寄与するための工事
内容ごとの投資額等の把握を図る。なお、建築着工統計で一部把握されている建築物
リフォーム・リニューアル投資額部分との重複に関する取扱いの整理なども行う。 

３．人口・社
会、労働関連
統計の整備 

学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える統計（縦断調査）の実施について
、予算の確保や実施体制等多くの課題が存在することから、既存調査との連携も含め
て、実現に向けて検討する。 

第３ 公的統計の整備に必要な事項 
１．統計作成
の効率化及び
報告者の負担
軽減 

政府統計オンライン調査総合窓口の機能の改善・拡充等を検討するとともに、パソ
コン以外のモバイル機器の利用も可能とするなどのＩＣＴの普及状況に伴う対応に
ついても検討する。 

２．統計リソ
ースの確保及
び有効活用 

統計調査事務地方公共団体委託費については、試行検証の結果や都道府県の意見も
踏まえつつ、配置実態を反映した交付対象範囲に見直す方向で検討する。 
大規模災害が発生した場合の対応に関する検討の場を設置し、個別調査ごとに対応
する課題と府省横断的に対応する課題に整理した上で、対応指針を取りまとめ、各
府省における具体的な行動計画の策定を促進する。その際、大規模災害が発生した
場合における調査票情報の提供の在り方についても検討する。また、対応方針の取
りまとめに当たっては、日頃から統計調査関係者の自覚・判断力を養う方策につい
ても検討し、各統計調査の実施時や、地方公共団体及び統計調査員等を対象とした
研修等において周知徹底を図る。 
国際的な動向や関連学会における研究結果等を踏まえ、公的統計へのプロセス保証
を、「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に導入する方向で同ガイドライ
ンの見直しを実施する。 

４．統計デー
タの有効活用 

政府統計共同利用システムのe-Statによる情報提供機能の改善に当たっては、利用
者の満足度等を把握し、利用者の利便性の向上に係る検討に活用するほか、ＡＰＩ
機能の提供や統計ＧＩＳの充実等の技術的研究の推進等、統計データの高度利用に
ついても検討する。 

（２）実施時期が「平成 26年度末まで」となっているが昨年度の審議で評価を先送りした事項 
観光地域経済調査について、調査の実施に際して明らかとなった課題の解決や調査結果の有用性を踏ま
えた利活用について検討を行い、平成 28 年度における次回調査の実施の可否等について早期に結論を
得る。 

（３）実施時期が上記以外となっているが、前倒しで、担当府省が新たに実施済あるいは実施困
難の結論を出している事項 

（４）上記事項のほか、平成 27 年度に取り組んだ事項の中で、委員が本年度の審議で重点的に
確認しておくべきと考える事項 

※別紙１、２ともに、具体的な事項は、第Ⅱ期基本計画の「別表」からの抜粋。） 
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別紙２ 

審議対象とならない事項 
 
（１）平成 27年度に答申済みの事項 

平成 28 年度に実施される経済センサスー活動調査については、統計調査を取り巻く環境が厳しさを増
していることを踏まえ、調査の円滑な実施と調査結果の精度向上のため、報告者の負担軽減を含めた
調査計画の見直しを行う。（27 年度 答申済） 
欧州統計家会議による「生活時間調査に関するガイドライン」の内容を精査し、社会生活基本調査の
調査計画の検討に活用する。（27 年度 答申済） 
国民生活基礎調査（基幹統計調査）の所得票及び貯蓄票を用いた調査結果において、都道府県別表章
が可能となるよう標本規模を拡大することについて、試験調査等を実施し、その結果を踏まえて検討
する。（27 年度 答申済） 

 
（２）平成 28年度に諮問予定の事項 

現在推計人口の基幹統計化について、集計の充実に向けて都道府県間移動等に係る外国人人口に関す
る新たな推計方法の検討を推進し、結論を得る。（今年度、人口推計の諮問で審議する予定） 
ＩＬＯにおける就業・失業等に関する国際基準の見直しや今後の実務マニュアルの検討状況を踏まえ、
失業者等の定義の変更や失業率を補う新たな指標の作成及び提供について、既存の研究結果や試験調
査の実施等を含めた検討を行った上で、時系列比較の観点にも留意しつつ、国際基準に可能な限り対
応した統計の作成及び提供に努める。（今年度、就業構造統計調査、労働力調査の諮問で審議する予定） 

 
（３）平成 26年度統計法施行状況審議で「実施済」と評価された事項 

医療、福祉及び介護に関連する統計について、統計の利便性、有用性等の向上を図るため、これらの
分野における統計体系の全体像を整理し、公表する。 
21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）の調査対象者が平成 25 年度に中学生になったことを勘案
し、関係府省との調整を含め、今後の調査の方向性や調査内容について検討する。 
同一企業内における雇用形態の転換をより的確に把握する観点から、労働力調査（基幹統計調査）に
おける当月と前月の呼称及び勤め先の名称をマッチングすることにより、雇用形態転換数を推計し、
他の調査結果との比較検証や結果精度を踏まえ、公表の可否を検討する。 
国勢調査について、ＩＣＴや高齢化の進展等を踏まえ、オンライン調査の対象を全国に拡大するとと
もに、報告者の特性にも配慮した記入支援を行うなど、調査方法等の見直しを進める。また、調査結
果について、一層の公表時期の早期化に努める。（平成 26 年度中に諮問・答申済） 
社会教育調査について、教育委員会制度等の在り方に関する中央教育審議会の審議結果等を踏まえつ
つ、施設の利活用・運営状況など新たな調査内容を含めた統計の整備を検討する。 
（平成 26 年度中に諮問・答申済） 

 
（４）基本計画に係る統計法施行状況報告に記載されていないもの 
 

（注）但し、「３」の「21 世紀出生児縦断調査」自体については、平成 27 年度を期限とする文部科学省の取組（別紙

１の「（１）」「第２」「３．人口・社会、労働関連統計の整備」の事項参照）と密接に関連することから、それとの

関係で審議対象となることもありうる。 
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基本計画への取組状況に関する審議スケジュール（想定） 

 

 

 統計委員会 基本計画部会 

６月 30 日（木） 

10：00～12：00 

・総務省から「平成 27年度統

計法施行状況報告」を報告 

・基本計画部会に付託 

・その他 

・平成 27 年度統計法施行状況報告の

概要を説明 

・審議の進め方を決定 

・審議事項を決定 

７月 26 日（火） 

午前 

（略） ・具体的審議（１回目） 

◇経済センサス‐活動調査の中間

年における事業所母集団情報の

整備 

◇売上高等の集計に関する消費税

の取扱い 

８月 25 日（木） 

午前 

（略） ・具体的審議（２回目） 

◇第３次産業活動指数の基幹統計

化 

◇建築物リフォーム・リニューアル

の把握 

◇学校教育から就業へのライフコ

ースを的確に捉える統計（縦断調

査） 

◇ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機

能の改善 

９月 29 日（木） 

午前 

（略） ・「審議結果報告書（第Ⅱ期基本計画

関連分）」（案）を審議、決定、公表 

 

（基本計画部会の決定をもって、統計

委員会の決定に代える。） 

 

 
 
 

別紙３ 
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。
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今
後

の
方

向
性

は
、

一
次

統
計

の
み

な
ら

ず
、

S
N
A
な

ど
加

工
統

計
の

品
質

の
確

保
に

大
き

な
影

響
を

与
え

る
こ

と
か

ら
、

統
計

委
員

会
と

し
て

こ
の

取
り

組
み

に
つ

い
て

把
握

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

意
見

②
＜

総
務

省
＞

事
業

所
の

開
業

・
廃

業
状

況
の

経
常

的
な

把
握

方
法

の
内

容
と

そ
の

把
握

状
況

に
つ

い
て

。
─

─
昨

年
度

未
諮

問
統

計
の

審
議

（
法

人
企

業
統

計
）

で
示

さ
れ

た
よ

う
に

、
税

務
デ

ー
タ

を
含

め
、

母
集

団
情

報
が

大
き

く
異

な
る

現
状

の
要

因
を

把
握

し
、

解
消

を
図

っ
て

い
く

こ
と

が
重

要
。

イ
　

経
済

構
造

統
計

を
軸

と
し

た
新

た
な

枠
組

み
の

構
築

○
売

上
高

等
の

集
計

に
関

す
る

消
費

税
の

取
扱

い
（

消
費

税
込

、
消

費
税

抜
の

補
正

）
に

つ
い

て
、

検
討

の
場

を
設

け
、

早
期

に
結

論
を

得
る

。

総
務

省
、

関
係

府
省

平
成

2
8
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
の

企
画

時
期

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
平

成
2
6
年

７
月

か
ら

産
業

関
連

統
計

Ｗ
Ｇ

に
お

け
る

検
討

を
開

始
し

、
計

９
回

の
検

討
を

経
て

、
平

成
2
7
年

４
月

に
「

統
計

調
査

に
お

け
る

売
上

高
等

の
集

計
に

係
る

消
費

税
の

取
扱

い
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
(
案

)
」

及
び

「
売

上
高

等
の

集
計

に
係

る
消

費
税

の
取

扱
い

に
係

る
検

討
結

果
(
最

終
報

告
)
(
案

)
」

を
取

り
ま

と
め

、
同

年
５

月
の

各
府

省
統

計
主

管
課

長
等

会
議

に
お

い
て

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

正
式

決
定

し
た

。
ま

た
、

平
成

2
8
年

１
月

の
産

業
関

連
統

計
Ｗ

Ｇ
に

お
い

て
、

消
費

税
率

変
更

及
び

軽
減

税
率

導
入

に
向

け
た

検
討

方
針

に
関

す
る

合
意

を
得

た
こ

と
か

ら
、

同
年

５
月

以
降

、
具

体
的

な
検

討
を

開
始

し
、

平
成

2
8
年

度
末

の
取

り
ま

と
め

に
向

け
た

検
討

を
推

進
す

る
。

＜
総

務
省

＞
消

費
税

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
内

容
を

ご
紹

介
い

た
だ

く
と

と
も

に
、

各
種

統
計

が
、

当
該

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
ど

の
よ

う
に

的
確

に
対

応
し

よ
う

と
し

て
い

る
の

か
報

告
を

求
め

た
い

。

(
3
)

サ
ー

ビ
ス

産
業

に
係

る
統

計
の

整
備

○
第

３
次

産
業

活
動

指
数

に
つ

い
て

、
次

回
基

準
改

定
に

向
け

、
精

度
や

利
便

性
の

向
上

な
ど

統
計

の
有

用
性

の
更

な
る

向
上

を
図

る
。

そ
の

結
果

を
踏

ま
え

、
基

幹
統

計
化

の
可

否
を

検
討

し
、

結
論

を
得

る
。

経
済

産
業

省
次

回
基

準
改

定
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

・
第

３
次

産
業

活
動

指
数

（
以

下
「

３
次

指
数

」
と

い
う

。
）

は
、

平
成

2
7
年

９
月

に
平

成
2
2
年

基
準

改
定

を
実

施
し

、
基

準
時

、
ウ

ェ
イ

ト
算

定
年

次
、

業
種

分
類

及
び

採
用

系
列

の
見

直
し

、
ま

た
再

編
集

系
列

を
拡

充
す

る
等

に
よ

り
、

産
業

構
造

の
変

化
に

即
し

た
サ

ー
ビ

ス
活

動
の

実
態

を
よ

り
適

切
に

反
映

し
た

指
数

に
改

め
る

と
と

も
に

、
多

様
な

分
析

の
用

途
に

資
す

る
も

の
と

し
た

。
基

準
改

定
後

は
、

３
次

指
数

の
分

析
事

例
を

経
済

産
業

省
統

計
Ｈ

Ｐ
や

フ
ェ

イ
ス

ブ
ッ

ク
等

へ
定

期
的

に
掲

載
し

、
利

活
用

促
進

を
図

っ
て

い
る

と
こ

ろ
。

一
方

、
３

次
指

数
の

更
な

る
質

的
な

向
上

を
目

指
す

上
で

は
、

個
別

業
種

の
活

動
状

況
を

適
切

に
捉

え
た

一
次

統
計

デ
ー

タ
の

採
用

を
増

や
す

こ
と

が
重

要
で

あ
る

が
、

平
成

1
7
年

基
準

時
に

採
用

し
て

い
た

一
次

統
計

デ
ー

タ
の

中
に

は
調

査
が

終
了

と
な

っ
た

も
の

も
存

在
す

る
な

ど
、

３
次

指
数

の
作

成
に

用
い

る
一

次
統

計
デ

ー
タ

の
充

実
が

進
ん

で
い

な
い

状
況

で
あ

り
、

更
な

る
精

度
向

上
は

難
し

い
状

況
で

あ
る

。
こ

う
し

た
状

況
を

踏
ま

え
、

基
幹

統
計

化
は

で
き

な
い

と
の

結
論

に
至

っ
た

。

意
見

①
3
次

指
数

を
基

幹
統

計
に

は
し

な
い

と
の

判
断

は
妥

当
と

思
え

ま
す

。
そ

の
理

由
（

前
提

と
な

る
一

次
統

計
の

拡
充

が
現

時
点

で
不

十
分

）
に

つ
い

て
説

明
し

て
い

た
だ

く
こ

と
に

よ
っ

て
、

現
在

の
わ

が
国

の
統

計
が

抱
え

る
問

題
点

が
委

員
会

で
共

有
さ

れ
る

効
果

が
あ

る
と

考
え

て
、

ご
説

明
を

お
願

い
し

た
い

。

意
見

②
＜

経
済

産
業

省
＞

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

（
総

務
省

）
を

取
り

込
ん

で
、

第
３

次
産

業
活

動
指

数
（

特
に

対
個

人
サ

ー
ビ

ス
）

の
一

層
の

充
実

を
図

る
余

地
は

な
い

か
。

─
─

サ
ー

ビ
ス

産
業

の
包

括
的

な
把

握
は

必
要

。
特

に
、

個
人

サ
ー

ビ
ス

消
費

の
包

括
的

な
指

標
が

あ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

平
成
2
7
年
度
統
計
法
施
行
状
況
報
告
の
う
ち
、
各
府
省
に
説
明
を
求
め
る
事
項
に
つ
い
て
の
委
員
意
見

委
員

の
意

見
平

成
2
7
年

度
統

計
法

施
行

状
況

報
告

の
内

容

資
料
２

平
成

28
年

6月
30
日
基
本
計
画
部
会
資
料

37



項
　

目
具

体
的

な
措

置
、

方
策

等
担

当
府

省
実

施
時

期
平

成
2
7
年

度
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

委
員

の
意

見
平

成
2
7
年

度
統

計
法

施
行

状
況

報
告

の
内

容

２
分

野
別

経
済

統
計

の
整

備
(
4
)

建
設

・
不

動
産

に
関

す
る

統
計

の
整

備

○
建

築
物

リ
フ

ォ
ー

ム
・

リ
ニ

ュ
ー

ア
ル

に
つ

い
て

、
建

設
総

合
統

計
及

び
国

民
経

済
計

算
へ

反
映

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
た

投
資

額
の

把
握

と
、

住
宅

施
策

等
の

適
切

な
推

進
に

寄
与

す
る

た
め

の
工

事
内

容
ご

と
の

投
資

額
等

の
把

握
を

図
る

。
な

お
、

建
築

着
工

統
計

で
一

部
把

握
さ

れ
て

い
る

建
築

物
リ

フ
ォ

ー
ム

・
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
投

資
額

部
分

と
の

重
複

に
関

す
る

取
扱

い
の

整
理

な
ど

も
行

う
。

国
土

交
通

省
平

成
2
7
年

度
末

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
基

本
計

画
に

お
い

て
課

題
と

し
て

挙
げ

ら
れ

た
事

項
全

体
に

つ
い

て
、

建
築

物
リ

フ
ォ

ー
ム

・
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
調

査
の

調
査

内
容

の
見

直
し

を
行

い
、

平
成

2
7
年

1
1
月

1
8
日

に
総

務
大

臣
よ

り
当

該
調

査
（

一
般

統
計

調
査

）
の

変
更

承
認

を
受

け
、

平
成

2
8
年

度
か

ら
見

直
し

後
の

調
査

を
実

施
す

る
予

定
で

あ
る

。
見

直
し

内
容

に
つ

い
て

は
、

①
建

設
総

合
統

計
等

へ
反

映
す

る
た

め
、

改
装

・
改

修
工

事
（

建
設

投
資

部
分

）
と

維
持

・
修

理
工

事
（

消
費

部
分

）
に

項
目

を
分

け
て

投
資

額
の

把
握

を
行

う
こ

と
と

し
た

。
②

Ｃ
Ｏ

２
削

減
等

環
境

負
荷

低
減

な
ど

住
宅

施
策

等
の

適
切

な
推

進
に

寄
与

す
る

た
め

、
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
工

事
の

部
位

別
工

事
内

容
に

つ
い

て
の

投
資

額
の

把
握

を
行

う
こ

と
と

し
た

。
③

建
築

物
リ

フ
ォ

ー
ム

・
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
調

査
と

建
築

着
工

統
計

調
査

と
の

重
複

部
分

を
把

握
す

る
た

め
、

建
築

工
事

届
提

出
の

有
無

に
つ

い
て

の
項

目
を

追
加

す
る

こ
と

と
し

た
。

な
お

、
国

民
経

済
計

算
等

へ
の

反
映

に
つ

い
て

は
、

見
直

し
後

の
調

査
に

よ
り

得
ら

れ
る

デ
ー

タ
の

蓄
積

が
必

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
遡

及
推

計
及

び
反

映
時

期
等

の
具

体
的

事
項

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
内

閣
府

と
調

整
を

行
う

予
定

で
あ

る
。

＜
国

土
交

通
省

＞
建

築
物

リ
フ

ォ
ー

ム
・

リ
ニ

ュ
ー

ア
ル

調
査

の
見

直
し

内
容

の
詳

細
に

つ
い

て
。

─
─

現
状

、
Ｇ

Ｄ
Ｐ

統
計

に
十

分
に

取
り

込
ま

れ
て

い
な

い
建

築
物

リ
フ

ォ
ー

ム
の

投
資

額
の

把
握

は
極

め
て

重
要

。
経

済
財

政
諮

問
会

議
（

2
0
1
5
年

1
0
月

1
6
日

）
に

お
け

る
麻

生
議

員
の

「
基

礎
統

計
の

更
な

る
充

実
に

つ
い

て
」

で
も

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

３
人

口
・

社
会

、
労

働
関

連
統

計
の

整
備

(
3
)

教
育

を
め

ぐ
る

状
況

変
化

等
に

対
応

し
た

統
計

の
整

備

○
学

校
教

育
か

ら
就

業
へ

の
ラ

イ
フ

コ
ー

ス
を

的
確

に
捉

え
る

統
計

（
縦

断
調

査
）

の
実

施
に

つ
い

て
、

予
算

の
確

保
や

実
施

体
制

等
多

く
の

課
題

が
存

在
す

る
こ

と
か

ら
、

既
存

調
査

と
の

連
携

も
含

め
て

、
実

現
に

向
け

て
検

討
す

る
。

文
部

科
学

省
平

成
2
7
年

度
末

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
平

成
2
7
年

度
に

お
い

て
、

厚
生

労
働

省
が

実
施

す
る

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

の
う

ち
平

成
1
3
年

出
生

児
に

係
る

縦
断

調
査

を
当

省
と

厚
生

労
働

省
と

の
共

管
調

査
と

し
て

継
続

実
施

で
き

る
か

に
つ

い
て

検
討

と
調

整
を

行
っ

た
と

こ
ろ

。
文

部
科

学
省

と
し

て
は

、
縦

断
調

査
は

教
育

の
効

果
等

を
測

定
で

き
る

貴
重

な
統

計
調

査
に

な
る

と
認

識
し

て
い

る
た

め
、

平
成

1
3
年

出
生

児
に

係
る

縦
断

調
査

を
文

部
科

学
省

が
実

施
主

体
（

厚
生

労
働

省
と

共
管

）
と

な
り

、
引

き
続

き
、

実
施

体
制

の
整

備
や

具
体

的
な

調
査

計
画

の
策

定
を

行
う

こ
と

で
、

平
成

2
9
年

１
月

か
ら

実
施

す
る

こ
と

と
し

た
。

意
見

①
こ

の
縦

断
調

査
は

、
出

生
児

の
成

長
過

程
を

追
跡

す
る

縦
断

調
査

と
し

て
重

要
な

意
義

が
あ

り
、

統
計

委
員

会
で

は
、

平
成

2
6
年

度
統

計
法

施
行

状
況

の
検

討
の

結
果

、
こ

れ
に

つ
い

て
意

見
を

文
部

科
学

大
臣

に
提

出
し

て
い

る
。

統
計

委
員

会
と

し
て

、
こ

の
調

査
の

そ
の

後
の

企
画

・
実

施
の

状
況

に
つ

い
て

把
握

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

意
見

②
説

明
を

求
め

る
内

容
：

・
実

施
主

体
と

厚
労

省
か

ら
文

科
省

へ
と

変
更

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
パ

ネ
ル

調
査

と
し

て
の

連
続

性
を

保
持

で
き

る
か

。
そ

の
際

、
具

体
的

に
ど

の
よ

う
な

方
策

を
と

る
の

か
。

・
対

象
子

の
発

達
段

階
か

ら
、

対
象

客
体

と
回

答
（

保
護

者
、

一
部

対
象

子
）

と
の

回
答

の
ず

れ
や

、
精

度
の

確
保

、
個

人
情

報
の

保
護

、
調

査
実

施
間

隔
、

等
が

課
題

と
な

る
。

具
体

的
に

ど
の

よ
う

な
方

策
を

と
る

の
か

。

理
由

：
・

2
1
世

紀
出

生
児

縦
断

調
査

は
、

ラ
イ

フ
コ

ー
ス

の
視

点
か

ら
子

ど
も

の
発

達
過

程
を

個
人

水
準

で
捉

え
る

こ
と

を
目

的
に

、
よ

う
や

く
開

始
さ

れ
た

追
跡

パ
ネ

ル
法

に
よ

る
縦

断
的

な
統

計
調

査
で

あ
り

、
そ

の
継

続
は

き
わ

め
て

重
要

で
あ

る
。

・
と

は
い

え
、

今
般

、
調

査
客

体
が

高
校

生
と

な
る

に
あ

た
り

、
こ

れ
ま

で
同

様
に

保
護

者
に

も
回

答
を

求
め

る
か

等
を

含
め

、
調

査
の

継
続

性
と

発
達

段
階

に
応

じ
た

対
応

の
両

面
を

含
む

工
夫

が
必

要
と

考
え

る
。

と
く

に
、

高
校

生
の

進
路

等
に

関
し

て
は

、
子

ど
も

と
保

護
者

と
の

、
日

常
的

な
認

識
の

ず
れ

な
ど

を
前

提
に

す
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

本
調

査
に

よ
っ

て
、

世
帯

内
で

の
対

立
・

葛
藤

等
が

惹
起

さ
れ

る
こ

と
は

避
け

ね
ば

な
ら

な
い

。
さ

ら
に

、
毎

年
の

調
査

実
施

に
つ

い
て

も
、

発
達

段
階

に
即

し
て

そ
の

意
義

を
再

確
認

す
る

必
要

が
あ

る
。

・
1
9
6
0
年

代
か

ら
N
C
D
S
等

で
追

跡
パ

ネ
ル

調
査

実
績

の
あ

る
英

国
等

で
の

手
法

な
ど

を
、

参
照

す
る

必
要

が
あ

る
。
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項
　

目
具

体
的

な
措

置
、

方
策

等
担

当
府

省
実

施
時

期
平

成
2
7
年

度
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

委
員

の
意

見
平

成
2
7
年

度
統

計
法

施
行

状
況

報
告

の
内

容

第
３

１
統

計
作

成
の

効
率

化
及

び
報

告
者

の
負

担
軽

減 (
1
)

事
業

所
母

集
団

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
整

備
・

利
活

用

○
新

た
な

行
政

記
録

情
報

等
の

活
用

や
企

業
へ

の
直

接
的

な
照

会
な

ど
に

よ
り

企
業

組
織

構
造

の
変

化
を

経
常

的
に

確
認

す
る

方
法

に
つ

い
て

検
討

し
、

母
集

団
情

報
の

効
果

的
か

つ
効

率
的

な
整

備
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

こ
れ

ら
の

取
組

に
当

た
り

、
専

門
性

を
持

つ
人

材
の

育
成

や
体

制
整

備
等

に
努

め
る

。

総
務

省
平

成
2
6
年

度
か

ら
順

次
実

施
す

る
。

・
「

事
業

所
母

集
団

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

研
究

会
」

に
お

け
る

検
討

な
ど

を
踏

ま
え

、
企

業
組

織
構

造
の

変
化

を
経

常
的

に
確

認
す

る
方

法
に

つ
い

て
は

、
母

集
団

情
報

の
整

備
の

た
め

の
統

計
調

査
で

あ
る

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
基

礎
調

査
に

お
い

て
、

以
下

の
と

お
り

実
施

す
る

も
の

と
す

る
方

針
を

平
成

2
8
年

２
月

に
取

り
ま

と
め

た
（

平
成

3
1
年

度
か

ら
実

施
予

定
）

。
・

主
要

な
企

業
グ

ル
ー

プ
等

に
つ

い
て

、
本

所
・

支
所

等
の

企
業

構
造

と
売

上
高

、
従

業
者

数
な

ど
の

企
業

活
動

状
況

に
関

す
る

基
本

的
事

項
を

経
常

的
に

把
握

す
る

。
・

こ
れ

を
効

率
的

か
つ

効
果

的
に

行
う

プ
ロ

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

活
動

と
し

て
、

主
要

な
企

業
グ

ル
ー

プ
の

ト
ッ

プ
に

位
置

す
る

企
業

に
対

し
て

専
任

の
担

当
職

員
を

当
て

、
企

業
等

の
中

核
的

な
情

報
や

組
織

構
造

を
把

握
す

る
と

と
も

に
、

こ
の

た
め

の
人

材
育

成
及

び
体

制
整

備
を

行
う

。

＜
総

務
省

＞
事

業
所

の
開

業
・

廃
業

状
況

の
経

常
的

な
把

握
方

法
の

内
容

と
そ

の
把

握
状

況
に

つ
い

て
。

─
─

昨
年

度
未

諮
問

統
計

の
審

議
（

法
人

企
業

統
計

）
で

示
さ

れ
た

よ
う

に
、

税
務

デ
ー

タ
を

含
め

、
母

集
団

情
報

が
大

き
く

異
な

る
現

状
の

要
因

を
把

握
し

、
解

消
を

図
っ

て
い

く
こ

と
が

重
要

。

４
統

計
デ

ー
タ

の
有

効
活

用
の

推
進

(
2
)

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

等
に

よ
る

統
計

デ
ー

タ
の

共
有

・
提

供
の

推
進

○
政

府
統

計
共

同
利

用
シ

ス
テ

ム
の

ｅ
－

Ｓ
ｔ

ａ
ｔ

に
よ

る
情

報
提

供
機

能
の

改
善

に
当

た
っ

て
は

、
利

用
者

の
満

足
度

等
を

把
握

し
、

利
用

者
の

利
便

性
の

向
上

に
係

る
検

討
に

活
用

す
る

ほ
か

、
Ａ

Ｐ
Ｉ

機
能

の
提

供
や

統
計

Ｇ
Ｉ

Ｓ
の

充
実

等
の

技
術

的
研

究
の

推
進

等
、

統
計

デ
ー

タ
の

高
度

利
用

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
。

総
務

省
平

成
2
7
年

度
末

ま
で

に
結

論
を

得
る

。

・
統

計
デ

ー
タ

の
高

度
利

用
の

た
め

、
Ａ

Ｐ
Ｉ

機
能

を
平

成
2
6
年

1
0
月

3
1

日
か

ら
ｅ

－
Ｓ

ｔ
ａ

ｔ
上

に
付

加
し

、
ま

た
、

試
行

段
階

で
の

利
用

者
か

ら
の

意
見

等
を

反
映

し
、

2
7
年

１
月

3
0
日

か
ら

開
発

ガ
イ

ド
や

開
発

サ
ン

プ
ル

、
Ｆ

Ａ
Ｑ

等
を

サ
イ

ト
に

追
加

提
供

し
、

利
用

者
の

利
便

性
向

上
を

図
っ

た
。

統
計

Ｇ
Ｉ

Ｓ
の

充
実

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

１
月

2
0
日

か
ら

ｅ
－

Ｓ
ｔ

ａ
ｔ

上
の

統
計

Ｇ
Ｉ

Ｓ
に

「
地

図
に

よ
る

小
地

域
分

析
（

ｊ
Ｓ

Ｔ
Ａ

Ｔ
Ｍ

Ａ
Ｐ

）
」

を
追

加
し

て
機

能
を

強
化

し
、

タ
ブ

レ
ッ

ト
版

の
提

供
も

開
始

し
た

。
さ

ら
に

、
平

成
2
7
年

度
に

は
、

福
井

県
、

福
井

県
内

全
市

町
及

び
独

立
行

政
法

人
統

計
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
て

、
統

計
デ

ー
タ

を
Ｌ

Ｏ
Ｄ

形
式

で
提

供
す

る
「

オ
ー

プ
ン

デ
ー

タ
モ

デ
ル

事
業

」
を

実
施

し
た

。
本

モ
デ

ル
事

業
の

成
果

及
び

検
討

結
果

を
踏

ま
え

、
平

成
2
8
年

度
に

Ｌ
Ｏ

Ｄ
等

の
デ

ー
タ

提
供

の
実

施
や

手
引

き
書

の
策

定
等

を
行

う
。

意
見

①
e
-
s
t
a
t
の

利
便

性
の

向
上

は
重

要
な

テ
ー

マ
で

あ
る

。
誰

も
が

合
意

す
る

簡
単

な
解

決
が

な
い

と
は

思
う

が
、

し
か

し
使

い
が

っ
て

を
改

善
す

る
こ

と
は

大
変

重
要

で
あ

る
。

定
期

的
に

利
用

者
と

の
対

話
を

は
か

り
、

利
用

の
利

便
性

を
上

げ
る

こ
と

の
意

義
は

大
き

い
。

た
と

え
ば

統
計

報
告

書
の

巻
末

に
つ

い
て

い
る

ク
ロ

ス
集

計
が

さ
れ

て
い

る
か

ど
う

か
の

表
と

表
番

号
が

わ
か

る
と

よ
り

わ
か

り
や

す
く

な
る

は
ず

だ
が

こ
う

し
た

も
の

は
つ

い
て

い
な

い
。

利
用

者
満

足
度

の
調

査
を

す
る

と
あ

る
が

、
そ

の
結

果
は

ど
う

だ
っ

た
の

だ
ろ

う
か

。
利

用
の

利
便

性
の

改
善

に
つ

い
て

は
、

た
と

え
ば

フ
ォ

ー
カ

ス
グ

ル
ー

プ
の

実
施

が
簡

便
で

あ
り

か
つ

有
効

で
あ

る
。

主
な

利
用

者
を

集
め

る
。

た
と

え
ば

県
市

町
村

担
当

者
、

学
生

、
研

究
者

な
ど

想
定

さ
れ

る
利

用
者

グ
ル

ー
プ

に
分

け
て

6
人

程
度

づ
つ

集
め

、
こ

れ
ま

で
の

利
用

状
況

を
聞

い
た

う
え

で
、

3
0
分

程
度

使
っ

て
も

ら
っ

た
の

ち
に

使
い

勝
手

に
つ

い
て

議
論

し
て

も
ら

う
。

そ
の

中
で

可
能

な
改

善
に

つ
い

て
実

施
す

る
。

こ
の

よ
う

な
満

足
度

調
査

の
結

果
は

公
表

す
る

の
が

良
い

。
外

部
の

目
で

見
て

も
ら

う
こ

と
が

重
要

と
考

え
る

。

意
見

②
 
「

公
的

統
計

の
整

備
に

関
す

る
基

本
的

な
計

画
」

の
Ｐ

2
7
に

、
「

政
府

統
計

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

の
情

報
提

供
機

能
に

つ
い

て
は

、
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

た
改

善
を

図
る

」
と

あ
る

中
で

、
産

業
界

の
中

か
ら

は
「

e
–

S
t
a
t
で

は
府

省
毎

に
デ

ー
タ

の
表

示
方

法
が

異
な

り
、

使
い

づ
ら

い
」

と
の

声
も

あ
り

、
こ

の
点

で
の

改
善

に
向

け
た

検
討

が
行

っ
て

い
た

だ
け

る
の

か
ど

う
か

を
ご

教
示

い
た

だ
き

た
い

。

<
例

>
　

経
団

連
「

公
的

統
計

の
改

善
に

向
け

た
提

言
」

(
2
0
1
6
.
4
.
1
9
)
よ

り
　

厚
生

労
働

省
『

毎
月

勤
労

統
計

』
、

『
一

般
事

業
紹

介
状

況
』

　
・

現
金

給
与

総
額

等
の

時
系

列
デ

ー
タ

の
E
x
c
e
l
フ

ァ
イ

ル
に

お
い

て
、

 
 
 
 
デ

ー
タ

が
年

ご
と

に
分

か
れ

た
形

式
で

表
示

さ
れ

て
お

り
、

一
貫

し
 
 
 
 
て

つ
な

が
っ

た
形

で
の

時
系

列
デ

ー
タ

と
な

っ
て

い
な

い
。

こ
の

た
 
 
 
 
め

、
グ

ラ
フ

を
作

成
す

る
際

な
ど

に
は

、
利

用
者

側
で

デ
ー

タ
を

つ
 
 
 
 
な

ぐ
作

業
を

行
う

必
要

が
あ

る
。
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統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン 

平 成 2 7 年 ５ 月 1 9 日 

各府省統計主管課長等会議申合せ 

１ 目的 

本ガイドラインは、統計法（平成19年法律第53号）第２条第５項に規定する統計調査に

おける集計の充実により統計調査結果の利用増進を図る観点から、消費税込の概念で売上

高等を把握している統計調査について、消費税込と税抜が混在して報告された売上高等の

うち消費税抜の売上高等を税込補正して集計・公表するための標準的な指針として策定す

るものである。 

２ 背景 

現在の企業会計においては、消費税の処理に当たって、税込、税抜を選択することが可

能となっている。このため、売上高等を調査事項としている統計調査においては、報告者

の負担や調査の目的等を考慮し、①税込による記入、②原則、税込記入とするものの、税

抜記入も許容、③決算値等の売上高等を記入など、統計調査によってその対応は区々とな

っている。また、前記②及び③の統計調査では、調査票に記入された売上高等を単純に集

計しているため、消費税込と税抜の売上高等が混在した形で集計結果が公表されている。

ただし、一部の統計調査においては、消費税の取扱いを統一した参考表を作成しており、

このうち、前記③の統計調査においては、税抜経理を選択する企業が大半であることから、

消費税抜で統一した参考表を作成している。 

このような状況の中、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年３月25日閣議

決定。以下「第Ⅱ期基本計画」という。）に係る統計委員会による審議においては、今後の

消費税率引き上げ等の動向を踏まえると、消費税込と税抜が混在した集計結果の提供は経

済規模を把握する統計精度に支障を及ぼす可能性もあるとの指摘がなされている。このた

め、第Ⅱ期基本計画では、この審議結果を踏まえ、総務省を始めとする関係府省において、

報告者の負担を考慮しつつ、売上高等の集計に関する消費税の取扱い、結果表章の在り方

について、検討の場を設け、早期に結論を得るとの課題が盛り込まれた。 

以上の経緯により、第Ⅱ期基本計画に基づき、国民経済計算及び産業連関表とも連携し

た関係府省による検討を行ったところ、原則消費税込で売上高等を把握している統計調査

について、消費税込の概念に統一した統計の提供・公表を目指すこととした。本ガイドラ

インは、その補正方法等を取りまとめた。 

３ 適用範囲・適用時期 

本ガイドラインは、消費税込の概念で売上高等を把握している統計調査、すなわち別紙

１に掲げる売上高等を実額で把握している主要構造統計調査（ただし、売上高等を決算値

又は一律に税込で把握している統計調査は除く。）のうち、事業所母集団データベースに調
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査結果を記録する統計調査に適用する。 

また、本ガイドラインは、平成28年経済センサス‐活動調査から適用し、その他の統計

調査については、平成28年経済センサス‐活動調査の基準となる期日以降に企画する統計

調査について順次適用する。 

４ 補正方法 

本ガイドラインに基づく売上高等の補正処理は、個票内の記入内容の整合性及び内訳項

目と合計項目のバランス等の個票審査を実施し、個票内の整合性が確保されている状態で

あることを前提に、以下の補正手順を適用することにより実施する。なお、この補正手順

の適用に当たっては、他統計を用いた実施まで求めるものではなく、また、この補正処理

は、各統計調査において、より精度が高まる補正手順を導入する取組を妨げるものではな

い。 

（１）消費税込で記入された個票については、補正処理の対象外とする。 

（２）消費税抜で記入された個票については、以下に掲げる補正処理を項目ごとに実施する。

なお、具体的な補正は、別紙２に掲げる計算式に基づき実施する。 

ア 売上（収入）金額、業種別収入の合計額については、内訳の計と合計額が一致する

場合は税込補正した内訳を積み上げた額とし、一致しない場合及び内訳を把握してい

ない場合は税抜の合計額に対し消費税率を乗じた額を加算する。 

イ 売上（収入）金額、業種別収入の内訳項目については、輸出又は海外取引の割合、

課税・非課税の別に応じ個別品目（業種）ごとに消費税額を算出し、加算する。 

ウ 費用総額及び売上原価については、費用項目の内訳を基に課税対象額を算出し、課

税対象額に消費税率を乗じた額を加算する。また、売上原価に含まれる非課税費用の

比率が明らかでない場合は、売上原価と費用総額の比率により擬制する。 

エ 費用項目の内訳については、給与・人件費、福利厚生費、租税公課及び支払利息は

非課税扱いとし、その他の費用項目については消費税率を乗じた額を加算する。 

オ 有形固定資産については、土地は非課税扱いとし、その他については消費税率を乗

じた額を加算する。 

カ 在庫・手持額、資本金及び金額以外の項目については、補正処理の対象外とする。 

５ 情報の更新及び共有 

補正の対象とする品目及び業種については、分類や制度の変更等も想定されることから、

補正を実施する際は、その区分、課税・非課税の別、直接輸出・海外取引の可否について、

各統計調査で最新の情報を把握・確認し、適切に情報を更新する。 

また、この更新情報や、上記４の各統計調査における独自の取組成果については、バー

チャルフォーラム等を活用し、全府省で共有する仕組みを構築する。なお、この更新情報

の共有については、総務省政策統括官（統計基準担当）を中心に、各府省の協力を得て実
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施する。 

６ 公表及びデータの保存 

（１）本ガイドラインにのっとった補正を行った統計調査においては、消費税込の売上高等

に統一した集計結果を公表する。 

また、本ガイドラインにのっとった詳細な補正を行うことが困難な統計調査において

は、税込・税抜の差異が分かる情報（例えば、消費税抜の売上高等に単純に消費税率を

乗じた額を加算した集計結果）を参考として提供する。 

（２）本ガイドラインにのっとった補正を行った統計調査においては、補正前の金額は中間

データ※扱いとするとともに、補正を行ったことを明示した上で、補正後の金額を正デー

タとして記録し、永年保存する。 

また、本ガイドラインにのっとった補正を行うことが困難な統計調査については、金

額が税抜であることを明示した上で、補正前の金額を正データとして記録し、永年保存

する。 

※ 「中間データ」とは、集計段階において、結果表等の最終生成物が完成するまでに生成される調査票

情報を含めたデータを指す。 

７ 本ガイドラインの見直し 

本ガイドラインは、消費税を取り巻く情勢の変化や、上記４の各統計調査における独自

の取組成果等を踏まえ、総務省政策統括官（統計基準担当）を中心に関係府省の協力を得

て、適切に見直しを実施する。 

８ その他 

（１）本ガイドラインにのっとった補正を行った統計調査においては、実施した補正手順を

記録するほか、本ガイドラインにのっとった補正を行った旨を、当該統計調査のホーム

ページや冊子などの公表物に記載することにより、利用者の利便向上を図る。 

（２）別紙１のうち事業所母集団データベースに調査結果を記録しないが国民経済計算の推

計に活用されている統計調査（売上高等を決算値又は一律に税込で把握している統計調

査を除く。）においては、一次統計と加工統計の連携強化の観点から、本ガイドラインに

準じた取組を進めるよう努める。 

また、別紙１に掲げられていない統計調査（売上高等を決算値又は一律に税込で把握

している統計調査を除く。）においても、当該統計調査の特性や主要構造統計調査におけ

る本ガイドラインの定着状況等を踏まえ、本ガイドラインにのっとった補正を行うこと

の適否を順次検討する。 

（付属資料） 

別紙１  売上高等を実額で把握している主要構造統計調査 
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別紙２  具体的な補正方法の詳細な計算式 

参考１ 平成24年経済センサス‐活動調査をモデルとした消費税加算処理（調査品目以外） 

参考２ 平成24年経済センサス‐活動調査をモデルとした消費税加算処理（調査品目､業種） 
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所管府省 統計調査名 消費税の取扱い
事業所母集団
データベース

注１）

国民経済計算
注２）

総務省、
経済産業省

経済センサス‐活動調査 原則、税込記入 ○ ○

経済センサス‐基礎調査 原則、税込記入 ○

個人企業経済調査 税込記入 ○

科学技術研究調査 税込記入 ○ ○

財務省 法人企業統計調査 決算情報 ○ ○

文部科学省 学校基本調査　注３) 決算情報 ○

農林水産省 農林業センサス　注４) 税込記入 ○

商業統計調査 原則、税込記入 ○ ○

工業統計調査 税込記入 ○ ○

経済産業省企業活動基本調査 原則、税込記入 ○

特定サービス産業実態調査 税込記入 ○ ○

中小企業実態基本調査 原則、税込記入 ○

国土交通省 建設工事施工統計調査 税込記入 ○

注１）　事業所母集団データベースに調査結果を記録する統計調査

注２）　国民経済計算（JSNA）で活用している主要構造統計調査

注３)　 収入額等の把握対象は、国立大学法人等一部対象に限られる。

注４）　売上高は、階級値で把握している。

売上（収入）金額を実額で把握している主要構造統計調査　　

総務省

経済産業省

別紙１ 
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具体的な補正方法の詳細な計算式

○売上（収入）金額、業種別収入の合計額

【内訳の計と合計額が一致する場合】

売上（収入）金額の合計額＝税込補正した内訳の計 

【内訳の計と合計額が一致しない場合及び内訳を把握していない場合】 

売上（収入）金額の合計額＝税抜の合計額×（１＋消費税率） 

○売上（収入）金額、業種別収入の内訳項目

【輸出あり品目の場合】

売上(収入)金額の内訳項目の消費税額＝(税抜額－輸出額)×消費税率 

売上(収入)金額の内訳項目の輸出額＝税抜額÷輸出あり品目の合計額×輸出額の合計 

輸出額の合計＝売上(収入)金額の合計額×輸出比率 

【輸出なし品目の場合】 

売上（収入）金額の内訳項目の消費税額＝税抜額×消費税率 

（計算例） 

売上額 
直接輸出 
の有無 

課税か 
否か 

品目Ａ 600 あり 課税 

品目Ｂ 300 あり 課税 

品目Ｃ 100 なし 課税 

品目Ｄ 200 なし 非課税 

売上計 1,200 直接輸出比率 25% 

①「製造品の出荷額・加工賃収入額」に「直接輸出額の割合」を乗じ、

事業所の直接輸出額を算出

事業所の直接輸出額＝1200×0.25＝300 

②「直接輸出あり」の品目の売上額で按分し、品目ごとの直接輸出額を算出

品目Ａの直接輸出額＝600÷（600＋300）×300＝200 

品目Ｂの直接輸出額＝300÷（600＋300）×300＝100 

品目Ｃの直接輸出額＝0 

品目Ｄの直接輸出額＝0 

③品目ごとに課税対象の出荷額を算出し、消費税額を計算

品目Ａの消費税額＝（600-200）×0.08＝32 

品目Ｂの消費税額＝（300-100）×0.08＝16 

品目Ｃの消費税額＝100×0.08＝8 

品目Ｄの消費税額＝0 

別紙２ 
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○費用総額及び売上原価

費用総額の消費税額＝(税抜額－(売上原価＋非課税の費用内訳の計))×消費税率＋売上原

価の消費税額 

売上原価の消費税額＝(税抜額－非課税の費用内訳の計)×消費税率 

※ただし、卸売業、小売業については、非課税の費用内訳は設けない。 

【売上原価に含まれる非課税費用の比率が明らかでない場合】 

売上原価の消費税額＝(税抜額－非課税の費用内訳の計×(売上原価÷費用総額))×消費

税率 

（計算例） 

金額 

費用総額 20,000 

うち、売上原価 8,000 

（特掲） 

非課税費用内訳の計 5,000 

[費用総額] 

①費用総額から非課税費用内訳の計と売上原価を控除

費用総額の課税対象額＝20000-(8000＋5000)＝7000 

②控除した額に消費税率を乗じた額と売上原価の消費税額を加え、消費税額

を算出

費用総額の消費税額＝7000×0.08＋480＝1040 

[売上原価] 

①売上原価に含まれる不加算費用の比率を擬制

売上原価に含まれる不加算費用比率＝8000÷20000＝0.4 

②売上原価から不加算費用を減じ、課税対象額を算出し、消費税額を計算

売上原価の消費税額＝（8000-5000×0.4）×0.08＝480 

○費用（給与・人件費、福利厚生費、租税公課及び支払利息以外）の内訳項目

費用(給与・人件費、福利厚生費、租税公課及び支払利息以外)の内訳項目の消費税額

＝税抜額×消費税率

○土地以外の有形固定資産

土地以外の有形固定資産の消費税額＝税抜額×消費税率
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新旧データ接続検討ワーキンググループの設置について 

平 成 2 8年 ５ 月 2 0日 

横断的課題検討部会決定 

サンプル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方に関する審

議を効率的に行うため、以下により、横断的課題検討部会の下に新旧データ接続検討ワー

キンググループ（以下「ＷＧ」という。）を置く。 

１ ＷＧに属すべき委員は部会長が指名する。 

２ ＷＧにＷＧ座長を置き、当該ＷＧに属する委員のうちから、部会長が指名する。 

３ ＷＧ座長は、その所属する委員以外の委員の参加を求めることができる。 

４ ＷＧ座長は、審議に関し、学識経験者、各府省及び地方公共団体の関係者等の参加を

求めることができる。 

５ ＷＧの会合での配布資料は、当該ＷＧ終了後ホームページ上で公表するとともに、当

該ＷＧの会合に係る議事概要を事務局で取りまとめ、速やかにホームページ上で公表す

る。 

６ その他ＷＧの運営に関し必要な事項は、ＷＧ座長が定める。 

資料９ 
平成 28年 5月 20日 

横断的課題検討部会決定 
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新旧データ接続検討ワーキンググループに所属する委員

座長 北村 行伸

河井 啓希

中村 洋一

  （その他、出席を希望する委員が参加）
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WG の検討の進め方 

１．検討課題 

「サンプル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプルとの整合性確保のあ

り方」の審議を行い、今後の各種統計調査の接続方法の判断の一助とする。

２．検討方針 

現状の統計調査における新旧の接続方法を把握し、現状を踏まえた接続方

法の標準的方法を整理する。 

３．検討の進め方 

１）検討すべき事象の明確化、対象とする統計調査の範囲の明確化、現状把握 

◇ 遡及改訂が生じる要因の整理、本ＷＧで考え方を整理すべき対象とす

る要因の明確化（サンプル替えに伴い発生するもの等） 

◇ 月次、四半期調査等対象とする統計調査を明確化するとともに、現状

把握を行なう統計調査の要件・範囲も明確化する 

◇ 上記で明確化された要因、統計調査の範囲に対し、現状把握を行なう。 

２）本ＷＧで検討すべき論点・課題を整理 

３）各論点に対し、考え方を整理 

◇ 多くの統計調査で採用されている対応について、適切な方法と判断さ

れる場合、当該方法を標準的な方法として整理 

◇ その他、検討すべき論点とされたものについて、現状を踏まえ対応方

針を整理 

４．検討のスケジュール 

概ね毎月１回開催し、９月末までに取りまとめを行なう。検討スケジュー

ルは以下のとおり。 

・第１回 ６月 30 日：検討の進め方の決定、現状の報告、検討すべき論点

の整理 

・第２回 ７月：   追加の現状の報告、標準的な接続方法の確認、検討す

べき論点とされたものについて考え方の整理 

・第３回 ８月：   取りまとめ骨子の検討 

・第４回 ９月上旬： 取りまとめ 

→９月中旬以降 横断的課題検討部会報告・決定 

９月にまとめる施行状況審議結果報告書（基本計画編）

の数ページに内容を掲載 

資料 10 
平成 28 年６月 30 日 

新旧データ接続検討ＷＧ決定 
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平成 28 年 6 月 30 日 

新旧データ接続検討ＷＧ 

遡及改訂対応が生じる要因の整理と検討対象の明確化について 

１．各種統計調査において、過去に遡及して改訂が行なわれる主な場合は以下

のとおり。 

１）集計過程における過誤 

２）遅れて提出された調査票の追加 

３）基準改定・ウエイト更新・計算方法の変更 

４）母集団情報の変更に伴う更新 

（比推定における比や母集団の大きさ等の更新） 

５）標本交替による新旧断層への対応 

２．このうち、検討課題「サンプル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプル

との整合性確保のあり方」に対応して、本ＷＧで取り上げるものは、 

「５）標本交替による新旧断層への対応」 

としてはどうか。 

３．また、標本交替が行なわれた際、同時に行なわれる 

「４）母集団情報の変更に伴う更新」 

についても、本ＷＧで対応の考え方を併せて示すこととしてはどうか。 

資料 11 
平成 28 年６月 30 日 

新旧データ接続検討ＷＧ会合資料 
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平成２８年６月３０日 

新旧データ接続検討ＷＧ 

検討対象とする統計調査の範囲の明確化について 

１．利用者の視点も含め「サンプル替えに伴い遡及改訂する際の過

去サンプルとの整合性確保のあり方」の検討が特に必要な統計調

査は、月次又は四半期で行われる時系列を重視した統計調査であ

る。 

また、サンプル替えにより新旧接続の処理の判断が困難なもの

は、無作為抽出の統計調査である。 

したがって、月次又は四半期で行なわれる無作為標本の統計調

査を対象とした考え方の整理を行なうこととしてはどうか。 

２．統計技術的に標準的な方法が用いられやすいのは、統計委員会

でも審議が行われている基幹統計調査であることから、考え方の

整理を行うにあたり、参考とする統計調査の現状の範囲は、 

上記１．を満たす基幹統計調査としてはどうか。 

＜参考＞ 上記１を満たす基幹統計調査（９統計調査） 

家計調査、労働力調査、個人企業経済調査、 

法人企業統計調査、毎月勤労統計調査、 

商業動態統計調査、建設工事統計調査、 

自動車輸送統計調査、内航船舶輸送統計調査 

資料 12 
平成 28 年６月 30 日 

新旧データ接続検討ＷＧ会合資料 
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９月末までに検討する論点 

新旧データ接続ＷＧ 

１．サンプル替えに伴う新旧接続について 

１）各種統計調査（特に基幹統計調査）で、サンプル替えを行な

った際に採用されている新旧データ接続方法は、どのような方

法か。 

２）サンプル替えの影響をどのように計測するか。 

３）上記１）の実態から、サンプル替えを行なった際に採用され

ている新旧データの標準的な接続方法はどのように整理され

るか。 

４）上記３）で整理された接続方法について、それを行なう際に

注意すべき事項はどのようなものか。 

２．母集団推計の際のベンチマーク更新に伴う新旧接続について 

  サンプル替えに伴う新旧接続の論点１）から４）と同様の論点 

資料 14 
平成 28年６月 30日 

新旧データ接続検討ＷＧ決定 
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＜商業動態統計における属性的範囲＞

（１）卸売業

50 各種商品卸売業 501 各種商品卸売業

511 繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く）

512 衣服卸売業

513 身の回り品卸売業

521 農畜産物・水産物卸売業

522 食料・飲料卸売業

531 建築材料卸売業

532 化学製品卸売業

533 石油・鉱物卸売業

534 鉄鋼製品卸売業

535 非鉄金属卸売業

536 再生資源卸売業

541 産業機械器具卸売業

542 自動車卸売業

543 電気機械器具卸売業

549 その他の機械器具卸売業

551 家具・建具・じゅう器等卸売業

552 医薬品・化粧品等卸売業

553 紙・紙製品卸売業

559 他に分類されない卸売業
（5598 代理商、仲立業を除く）

（注）管理、補助的経済活動を行う事業所を除く。

機械器具卸売業

55 その他の卸売業

54

従業者日本標準産業分類

中分類 小分類

51 繊維・衣服等卸売業

２００人以上 １００人以上１９９人以下 ９９人以下

52 飲食料品卸売業

53
建築材料、鉱物･金
属材料等卸売業

甲調査
（指定事業所）

【全数】

乙調査

　　　　　平成２８年７月２９日
　　　　　経　済　産　業　省

商業動態統計調査について

（指定事業所）
【標本】

資料15
　　　　平成28年7月29日
新旧データ接続検討ＷＧ会合資料
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（２）小売業

１９人以下

細分類

その他の条件

561 百貨店、総合スーパー
丙調査

（指定事業所）
【全数】

569

57 織物・衣服・身の回り品小売業

581 各種食料品小売業

582 野菜･果実小売業

583 食肉小売業

584 鮮魚小売業

585 酒小売業

586 菓子･パン小売業

589 その他の飲食料品小売業

5891
コンビニエンスストア（飲食料品を中心とする
ものに限る）

コンビニエンスストアを500店舗以上有する企業

591 自動車小売業

5914 二輪自動車小売業(原動機付自転車を含む)

592 自転車小売業

593

5931
5932

電気機械器具小売業（中古品を除く）
電気事務機械器具小売業（中古品を除く）
売場面積が500㎡以上の家電専門店を10店舗以
上有する企業

601 家具･建具・畳小売業

602 じゅう器小売業

603 医薬品・化粧品小売業

6031 ドラッグストア

ドラッグストアを50店舗以上有する企業もしくはドラッ
グストアの年間販売額が100億円以上の企業

604 農耕用品小売業
乙調査

（指定調査区）
【標本】

605 燃料小売業

606 書籍・文房具小売業

607 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

608 写真機・時計・眼鏡小売業

609 他に分類されない小売業

6091 ホームセンター

ホームセンターを10店舗以上有する企業もしくはホー
ムセンターの年間販売額が200億円以上の企業

61 無店舗小売業

（注）管理、補助的経済活動を行う事業所を除く。

（※）丙調査における「経済産業大臣が指定する条件」：

　①　東京都特別区及び政令指定都市については3,000㎡以上
　②　前記①以外の地域については1,500㎡以上
・売場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用している事業所であって、かつ、売場面積が1,500㎡以上の事業所（「スーパー」という。）。

乙調査
（指定調査区）

【標本】

乙調査
（指定調査区）

【標本】

乙調査
（指定調査区）

【標本】

乙調査
（指定調査区）

【標本】

60 その他の小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

丙調査
（指定事業所）

【全数】

丙調査
（指定事業所）

【全数】

機械器具小売業（自動車、自転車を除く）

丁４調査（指定企業）
【全数】

経済産業大臣が
指定する条件

（※）

５０人以上

56

乙調査
（指定事業所）

【標本】

従業者

丁２調査（指定企業）
【全数】

丁３調査（指定企業）
【全数】

各種商品小売業

日本標準産業分類

中分類 小分類

その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未
満のもの）

・日本標準産業分類に掲げる「小分類561－百貨店、総合スーパー」に属する事業所のうち、売場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用していない事業
所であって、かつ、次に掲げる売場面積の事業所（「百貨店」という。）。

２０人以上４９人以下

乙調査
（指定事業所）

【標本】

乙調査
（指定事業所）

【標本】

乙調査
（指定事業所）

【標本】

乙調査
（指定事業所）

【標本】

乙調査（指定事業所）
【標本】

丙調査
（指定事業所）

【全数】

丙調査
（指定事業所）

【全数】

丁１調査（指定企業）
【全数】
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＜
比
推
定
の
イ
メ
ー
ジ
＞

◎
業
種
別
・従
業
者
規
模
別
（＝
セ
ル
）の
販
売
額
を
伸
び
率
推
計
し
た
結
果
の
積
み
上
げ

（
例
）
乙
：
2
0
～
4
9
人
規
模
の
比
推
定
方
法

前
月
分
販
売
額

4
兆
円

当
月
分
販
売
額
4
兆
2
0
0
0
億
円

（当
月
分
販
売
額
＝
前
月
分
販
売
額
×
調
査
結
果
の
対
前
月
比
伸
び
率
）

丙
（
全
数
）

丙
（
全
数
）

8
0
0
0
億
円

8
3
2
0
億
円

乙
：
1
0
0
人
～

丁
1

乙
：
1
0
0
人
～

丁
1

4
0
0
0
億
円

(全
数
)

+
7
%

4
2
8
0
億
円

(全
数
)

乙
：
5
0
～
9
9
人

乙
：
5
0
～
9
9
人

＜
商
業
動
態
統
計
調
査
か
ら
得
ら
れ
た
個
票
デ
ー
タ
の
サ
マ
リ
値
＞

4
0
0
0
億
円

+
5
%

4
2
0
0
億
円

+
1
0
%

乙
：
2
0
～
4
9
人

8
0
0
0

乙
：
2
0
～
4
9
人

8
8
0
0

8
0
0
0
億
円

億
円

+
3
%

8
2
4
0
億
円

億
円

乙
：
1
～
1
9
人

乙
：
1
～
1
9
人

8
0
0
0
億
円

+
2
%

8
1
6
0
億
円

企
業
分

（
例
）
　
飲
食
料
品
小
売
業

当
月
分
販
売
額

実
額
加
算
分
　

前
月
分
販
売
額

82
40
億
円

80
00
億
円

（
+
3
％
）

＜
比
推
定
＞

対
前
月
比
伸
び
率
を
前
月
の
販
売
額
に
乗
じ
て
当
月
の
販
売
額
を
推
定

対
前
月
比
伸
び
率

（
+
3
%
）
を
前
月
分
販

売
額
に
乗
じ
る

当
月
分
の
調
査
票
が
提
出
さ
れ
た
事
業
所
の

当
月
分
の
サ
マ
リ
値

2
0
6
億
円

比
推
定
分

当
月
分
の
調
査
票
が
提
出
さ
れ
た
事
業
所
の

前
月
分
の
サ
マ
リ
値

 2
0
0
億
円

対
前
月
比

伸
び
率

（
＋
３
％
）

事
業
所
分

対
前
月
比
伸
び
率
を
比
推
定
に
使
用

 

＜
当
月
＞

 
＜
前
月
＞

 

○
サ
ン
プ
ル
交
代
時
に
お
け
る
具
体
的
な
処
理
及
び
サ
ン
プ
ル
交
代
時
に
断
層
が
生
じ
な
い
理
由
は
以
下
の
と
お
り
。

①
サ
ン
プ
ル
交
代
時
の
具
体
的
な
処
理

・
比
推
定
と
は
、
標
本
の
販
売
額
を
業
種
別
・規
模
別
（セ
ル
別
）に
合
計
し
、
サ
ン
プ
ル
の
対
前
月
比
を
求
め
、
前
月
の
販
売
総
額
に
乗
ず
る
方
法
で
あ
る
。
通
常
月
に
お
い
て
は
、
当

月
と
前
月
の
マ
ッ
チ
分
個
票
の
伸
び
率
を
比
推
定
の
対
前
月
比
と
し
て
採
用
し
て
い
る
が
、
サ
ン
プ
ル
交
代
時
に
は
対
象
の
入
れ
替
え
に
よ
り
、
マ
ッ
チ
分
個
票
の
対
前
月
比
を
得
る
こ

と
が
で
き
な
い
。
よ
っ
て
、
サ
ン
プ
ル
交
代
時
に
お
い
て
は
、
「開
始
月
調
査
票
」（
Ｐ
４
参
照
）
に
よ
り
当
月
と
前
月
の
２
ヶ
月
分
の
販
売
額
を
調
査
し
、
同
一
サ
ン
プ
ル
に
よ
る
マ
ッ
チ
分
個

票
の
対
前
月
比
を
得
て
い
る
。

 

②
サ
ン
プ
ル
交
代
時
に
断
層
が
生
じ
て
い
な
い
こ
と

・
前
記
①
の
と
お
り
、
同
一
サ
ン
プ
ル
に
お
け
る
当
月
と
前
月
の
販
売
額
を
調
査
し
、
前
月
比
を
得
て
い
る
た
め
、
サ
ン
プ
ル
交
代
に
よ
る
断
層
が
生
じ
な
い
形
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
サ

ン
プ
ル
交
代
を
、
同
一
セ
ル
（業
種
別
・規
模
別
）内
に
あ
る
標
本
（よ
り
近
い
特
性
を
持
つ
標
本
）同
士
で
行
う
こ
と
に
よ
り
、
販
売
額
水
準
の
断
層
発
生
を
で
き
る
だ
け
排
除
し
て
い
る
。
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◆
水
準
修
正
（計

算
式
）
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平成 28年 7月 29 日 

新旧データ接続検討ＷＧ 

論点に対する整理（議論の叩き台） 

１．サンプル替えに伴う新旧接続について 

１）基幹統計調査で、サンプル替えを行なった際に採用されている

新旧データ接続方法は、どのような方法か。 

資料３ ⒈標本交替。①そのまま接続、②過去値を補正し断層を解

消、の２通り。 

２）サンプル替えの影響をどのように計測するか。 

定量的な検証に基づく結論を短期間で出すことができないため、

今後の課題とする。なお、現時点の計測の候補としては資料４に掲

げる方法がある。 

３）上記１）の実態から、サンプル替えを行なった際に採用されて

いる新旧データの標準的な接続方法はどのように整理されるか。 

資料３ ⒈標本交替。「①そのまま接続」が標準的。 

４）上記３）で整理された接続方法について、それを行なう際に注

意すべき事項はどのようなものか。 

資料３ ⒈標本交替。断層が過度に拡がる前に標本を交替させるこ

とが望ましい。なお、標本交替の時点に関しては予め対外公表する

とともに、過去に行なわれた標本交替の時点の情報もユーザーに提

供されることが望ましい。 

ユーザーニーズが強いものに関しては継続標本による参照値を作

成することが期待される。 

資料 16 
平成 28年７月 29日 

新旧データ接続検討ＷＧ会合資料 
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２．母集団推計の際のベンチマーク更新に伴う新旧接続について 

  サンプル替えに伴う新旧接続の論点１）から４）と同様の論点 

１）ベンチマーク更新を行なった際に採用されている接続方法。 

資料３ ⒉ベンチマーク。①新ベンチマークによる数値（新基準に

よる対象時点の値）を確定する。②その数値と旧ベンチマークによ

る数値（旧基準による対象時点の値）の間を滑らかに接続する形で

過去値を遡及改
．．．．．．．

訂
．
し断層を解消する。 

２）ベンチマーク更新の影響をどのように計測するか。 

新ベンチマークによる値を、旧ベンチマークを出発点として推計

していた従前の推計値と比較する。 

３）上記１）における標準的な方法。 

資料３ ⒉ベンチマーク。３統計とも「上記２．１）の手法」を採

用するのが標準的。 

４）上記３）で整理された接続方法について、それを行なう際に注

意すべき事項はどのようなものか。 

資料３ ⒉ベンチマーク。全数調査などベンチマークとなるものが

存在する場合はそれを利用して数値を確定するとともに、過去値の

遡及改訂により新旧ベンチマークに起因する断層を解消すること

が望ましい。 

上記の調整を行う場合、その内容を対外公表することが期待され

る。上記の調整を行わない場合、その事由を対外公表することが期

待される ＊。 

 ＊ 対象３統計は全て調整を行っているが、特別な事情がある場合には調整を行わないこ

とも想定される。このため、そうした事例を取り扱う際の留意事項を整理したもの。 

84



85



86



資料18
　　 平成28年7月29日

新旧データ接続検討ＷＧ会合資料

平成 28 年 7 月 29 日 
新旧データ接続検討ＷＧ

現時点における計測方法の候補 

１．新標本と旧標本の双方において、同一時点・同一事項を調査している場合、

新旧双方の標本で同一時点の平均等の統計量を計算し、その差異をサンプル

替えの影響とする。

＜例＞

○ 毎月勤労統計では、標本交替の際、新旧標本の双方で１月の状態を調査

○ 法人企業統計では、期首と期末のストックを調査していることから、標

本交替に際しても、旧標本で期末の状態、新標本で期首の状態を把握

２．新標本と旧標本の差の算式を変形し、要因分解の形式にしてサンプル変更

要因と解釈可能な特定の項をサンプリング変更の影響とみなす方法

＜例＞

x：新標本 ｙ：旧標本、θ、φ：各種パラメータ等 
統計量の変動 ＝ f (x,θ) － f( y,φ) 

＝ f (x,θ) － f(y,θ) ＋ f(y,θ) － f(y,φ) 
＝[ f (x,θ) － f(y,θ)]＋[ f(y,θ) － f(y,φ)] 

標本変動要因項 パラメータ変動要因項

３．標本交替により、売上高等の推定結果には標本交替前と標本交替後でレベ

ルシフトが発生すると想定し、時系列解析ソフト（X－12 等）で、標本交替

時におけるレベルシフトダミー要素を検出する方法

４．①標本交替時に生じる変動（前期比、前年同月比）と、②標本交替を行な

わない時の変動（前期比、前年同月比）を比較すると、①の変動の方が大き

いことが想定される。そのため、①の標本交替時の前期比・前年同期比と②

の標本交替を行なわない時の前期比・前年同期比の大きさを長期間のデータ

よって比較し、標本交替時の平均的な影響の大きさ（①から②を引いた値等）

で検出する方法
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５．シミュレーションを行いラフに影響を計算する方法 

 
ア）Ｎ個の 2 時点（t,t+1）の継続標本データを用意する。 

x(1,t)  x(1,t+1) 
x(2,t) x(2,t+1) 
x(3,t) x(3,t+1) 
x(4,t) x(4,t+1) 
：    ： 

x(n,t) x(n,t+1) 
 
 
イ）「ア）」のデータからｎ個の継続標本データをランダムに複数回取り出し、

その都度平均を計算する 
x(i1,t)  x(i1,t+1) 
x(i2,t) x(i2,t+1) 
x(i3,t) x(i3,t+1) 
x(i4,t) x(i4,t+1) 
：    ： 

x(in,t) x(in,t+1) 
 ------------------------------ 

u(t)      u(t+1) ･････抽出の都度、平均を計算 
 
 
ウ）「ア）」のデータからｔ期、t+1 期それぞれからｎ個のデータをランダムに

複数回取り出し、その都度平均を計算する。 
x(j1,t)  x(k1,t+1) 
x(j2,t) x(k2,t+1) 
x(j3,t) x(k3,t+1) 
x(j4,t) x(k4,t+1) 
：    ： 

x(jn,t) x(kn,t+1) 
 ------------------------------ 

s(t)      s(t+1) ･････抽出の都度、平均を計算 
 
 
エ）「イ）」で複数回計算される「u(t+1) – u(t)」と「ウ）」で複数回計算され

る「s(t+1) – s(t)」の標準偏差の差を調べる。 
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1 13 25 37 49 61
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統計委員会委員名簿 

（基本計画部会、横断的課題検討部会委員名簿） 

（50音順・敬称略・◎委員長（部会長）） 

河井 啓希 慶應義塾大学経済学部教授 

川﨑 茂 日本大学経済学部教授 

北村 行伸 一橋大学経済研究所教授 

清原 慶子  三鷹市長 

西郷 浩 早稲田大学政治経済学術院教授 

嶋﨑 尚子 早稲田大学文学学術院教授 

白波瀬 佐和子 東京大学大学院人文社会系研究科教授 

関根 敏隆 日本銀行調査統計局長 

永瀬 伸子 お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授 

中村 洋一 法政大学理工学部教授 

西村 淸彦  東京大学大学院経済学研究科教授 

野呂 順一  株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役社長 

宮川 努  学習院大学経済学部教授

（注）全ての統計委員会委員は、基本計画部会及び横断的課題検討部会の委

員を兼ねている。
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